市 町 村 議 会 議決 し た 意見 書 (平成 27 年 6 月 て 月 議決 分 )) 
平成 27 年 7 月 21 日 現在 


に : Od 
a ー チ を 禁止 する 法 の 整備 を 求め る 意見 書 NN 


市 | 平成 28 年 度 以 降 の 復興 事業 に お いて 被災 自治 体 に 財政 負担 を 求め | 」。7。。 
市 る 方 針 の 撤回 を 求め る 意見 書 


東日本 大 誠 炎 復興 事業 に 対す る 時 政 支援 継続 と 社会 保障 及び 地方 

ーー 
9 医療 費 助成 制度 に お ける 現物 給付 導入 に 係る 国庫 負担 金 減額 措置 

EEEEEEOEOUESEDDPTPTTYPRYPPTT 
| 7 | 誠 本 市 寺下 正 を は じ め と し た 「 農 革 」 に 関す る 意見 

30 人 以下 学級 の 実現 、 義 務 教育 費 国庫 負担 制度 の 堅持 と 拡充 及び 
| kk yk な 補間 の を の る 聞 
1o | 上 市 方丈 の 充実 強化 を 求め る 意見 
| 陸上 市 寺下 正 を は じ め と し た 「 農 革 」 に 関す 意見 
「 被 災 児 童 生徒 就学 支援 等 事業 交付 金 」 の 継続 を 求め る 意見 書 
1a | 半 市 | 拉 同 組 人 法定 を は じ め と し た 「 典 革 」 に 関す る 意見 

少 人 数 学級 の 推進 な どの 定数 改善 と 義務 教育 費 国庫 負担 制度 の 国 
ee * の 一 復元 及び 教育 予算 の 拡充 を 求め る 意見 書 

安全 保障 法制 の 整備 に 当たり 、 十 分 な 国民 へ の 説明 と 憲法 の 理念 
回 炎 市 | を 章 重 し 国会 な ど で の 債 重 審議 を 求め る 意見 書 
0 
円 童 生徒 就学 支援 等 臨時 特例 交付 金 」 の 継続 を 求め る 意見 
| "9|- 関大 和 備 の 着 実 な 推進 を 求め る 意見 
「 男 際 平 和 壇 援 法 」 及 び 「 平 和 安 全 法制 整備 法 」 の 廃 楽 を 求め る 忘 
Re 反対 し 、 安 定 し た 雇用 環境 の 確立 を 求め る 意 | 」。。。。。 





TTY 
集中 復興 期間 終了 後 の 来年 度 以降 も 国 の 財政 支援 を 求め る 意見 書 re 
に ーー が が 2 の WE を 3 
将来 に わた り 市 の 健全 な 財政 運営 を 求め る 意見 書 
鳥獣 保護 区 の 一 部 解除 を 求め る 意見 書 
「 戦 争 法 」 制 定 に 反対 する 意見 書 
30 | 戸 | 才 便 泊 遺族 正 案 労働 基準 法 改 正 案 の 撤回 を 求め る 意見 書 
| 3! | 戸 市 | 日本 大 商事 業 は 全額 国 費 で 進め る こ と を 求め る 意見 書 
他方 上 治 休 の 医療 制度 に お ける 現物 給付 導入 に 係る 国庫 負 
岩手 県 の 医療 費 助成 制度 に つい て 現物 給付 の 導入 を 求め る 意見 書 
TH 教育 


3 安心 の 医療 介護 実現 の た め の 夜勤 改善 ・ 大 幅 増 員 を 求め る 

38 大 杜 町 | 田 的 自 人権 の 行使 容認 に 反対 する 意見 書 | len | | 
東日本 大 震 災 集中 復興 期間 終了 後に お ける 被災 自治 体 の 財政 負 

IE 


加 「 徹 災 児童 生徒 就学 支援 等 事業 交付 金 」 継 続 に 向け た 国 へ の 働き 
| = つい て の 和信 を の る | al a 


平成 28 年 度 以降 の 復興 事業 に お いて 被災 自治 体 に 財政 負担 を 求め 
る 方 針 の 撤回 を 求め る 意見 書 H27.6.11 


田 野 畑 村 安 全 保障 関連 法制 定 の 慎重 審議 を 求め る 意見 mn 


夫 Ages 改善 義務 教育 費 国 庫 負 担 制度 拡充 を | Ue 1g 


|[ 還 隊 平 和 支 援 法 」 及 び 「 平 和 安 全 法制 束 貸 法 」 の 国民 的 な 議論 ・ 合 
「 男 際 平 和 支 援 法 」 及 び 「 平 和 安 全 法 制 束 備 法 」 の 鹿 索 を 求め る 意 ores | | 





少 人 数 学級 の 推進 な ど 定数 改善 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 拡充 を 


求め る 意見 書 
国道 4 号 一 戸町 岩 舘 字 川又 子守 間 に 自 転 車 歩 行者 道 整 備 を 求め 








市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








盛 岡 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 6 月 30 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 総 務 大 臣 、 
法務 大 臣 

【 件 名 】 ヘ へ ヘイ トス ピー チ を 禁止 する 法 の 整備 を 求め る 意見 書 








昨今 、 一 部 の 国 や 民族 ある い は 特定 の 国籍 の 外国 人 を 排 二 する 趣旨 の 言動 、 い わ ゆ る へ 
イト スピ ー チ が 大 き な 社 会 問題 と な っ て いま す 。 
平成 26 年 7 月 に 、 国 際 連 合 の 自由 権 規約 委員 会 は 、「 あ ら ゆ る 形態 の 人 種差 別 の 撤廃 に 
関す る 国際 条約 (人 種差 別 撤廃 休 約 ) 」 上 の 人 種差 別に 該当 する 差別 的 言動 の 広がり に 懸念 
を 示し 、 日 本 政府 に 対し 、 こ の よう な 差別 的 言動 に 対処 する 措置 を 採る べき と の 勧告 を 出 
し まし た 。 さ ら に 、 同 年 8 月 に は 、 国 際 連 合 の 人 種差 別 撤廃 要員 会 も 、 日 本 政府 に 対し 、 
法 で 規制 を 行う な ど へ イト スピ ー チ へ の 適切 な 対処 に 取り 組む こと を 強く 求め る 勧告 を 行 
いま し た 。 
人 種 や 民族 、 国 籍 等 の 違い か ら 生 じ る 差別 は 決し て 許さ れる も の で は な く 、 国 際 社 会 に 






































































































































































































































お ける 我が国 へ の 信頼 を 失う こと に も な りか ね な いこ と か ら 、 早 急 に 対応 する こと が 必要 
で す 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 差 別 の な い 社 会 の 実現 へ 向け 、 次 の 事項 を 実現 する よう 求め ま 
す 。 


記 
1 へ ヘイ トス ピー チ を 禁止 する 法 の 整備 を 行う こと 。 
2 人 種差 別 撤廃 条約 4 条 (a) 及 び (b) に関し, その 留保 を 撤回 する こと 。 





























以上 、 地 方 E 








治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 
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宮 古 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平 成 27 年 6 月 3 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 国 土 交通 大 臣 、 


復興 大 臣 
【 件 名 】 平成 28 年 度 以降 の 復興 事業 に お いて 被災 自治 体 に 財政 負担 を 求め る 方 針 
の 撤回 を 求め る 意見 書 





(趣旨 ) 
東日本 大 震 災 津波 に よる 被災 地 の 復 興 状 況 を 踏ま え 、 平 成 2 7 年 度 ま で と され て いる 集 
中 復興 期間 を 復旧 ・ 復 興 が 成し遂げ られ る まで 延長 する と と も に 、 平 成 2 8 年度 以降 の 復 
興 事業 に に お いて 視 炎 自治 体 に 財政 負担 を 求め る 方 針 を 撤回 する よう 強く 要望 する 。 













































































(理由 ) 
東日本 大 震 災 津波 の 発 災 か ら 4 年 が 経過 し 、 当 市 で は さま ざま な 復旧 ・ 復 興 事 業 が 、 ま 
さ に 最盛 期 を 迎え よう と し て いる と ころ で ある が 、 甚 大 な 被害 に 加え 、 マ ン パ ワー 不足 や 
資材 不足 な どの 理由 に より 、 全 て の 事業 を 集中 復興 期間 内 に 完了 する こと は 不可 能 で あり 、 
平成 2 8 年 度 以降 も 国 の 特例 的 な 財政 支援 の 継続 が 不可 欠 で ある 。 

1 
の あり 方 ( 案 )」 で は 、 復興 事業 に 対す る 自治 体 負 担 の あり 方 に つい て の 基本 的 な 考え 方 が 
示さ れ 、 ne 宮古 盛岡 横 
断 道 路 な どの 復興 支援 道路 や 三陸 沿岸 道路 な どの 道路 整備 港湾 整備 な ど に つい て は 、「 被 
災 自 治 体 に 一 定 の 負担 を 求め る 」 と され た と ころ で ある 。 

この こと は 、 た と え 数 パー セン ト の 負担 率 で あっ て も 、 財 政 が ぜ い 弱 な 被災 自治 体 に 与 

る 影響 は 大 きく 、 復 興 の 大 幅 な 遅れ に つなが りか ね な い 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 被 災 地 の 復興 の 現状 や 財政 状況 を 踏ま え 、 平 成 2 7 年 度 ま で と 
され て いる 集中 復興 期間 を 復旧 ・ 復 興 が 成し遂げ られ る まで 延長 する と と も に 、 特 例 的 な 
財政 支援 を 継続 し 、 被 災 自 治 体 に 対し 財政 負担 を 求め る 方 針 を 撤回 する よう 強く 要望 する 。 



















































































































































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 6 月 19 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 総 務 大 臣 、 
財務 大 臣 、 経 済 産業 大 臣 、 復 興 大 臣 、 
内 閣府 特命 担当 大 臣 (経済 財政 政策 ) 、 地 方 創 生 担 当 大 臣 

【 件 名 】 東 日 本 大 震 災 復興 事業 に 対す る 財政 支援 継続 と 社会 保障 及び 地方 財政 の 
充実 ・ 強 化 を 求め る 意見 書 


(趣旨 ) 
2016 年 度 の 政府 予算 、 地 方 財政 計画 の 検討 に あたっ て 、 東 日 本 大 岩 災 復興 事業 の 地元 負 
担 導 入 に よら な い 財 政 支援 継続 と 社会 保障 予算 及び 地方 財政 の 充実 ・ 強 化 を 求め る 。 












































(理由 ) 

政府 は 、 本 年 度 で 集中 復興 期間 が 終了 する 東日本 大 震 災 の 復興 事業 に つい て 、2016 年 度 
以降 、 復 興 交 付 金 の 基幹 事業 以外 の 事業 に 地元 負担 を 求め る 基本 方 針 を 明らか に し た 。 被 
災 地 の 復興 は まだ 途上 に あり 、 地 元 負 担 導入 は 復興 まち づく り の 足かせ に な る と と も に 、 
被害 が 甚大 で 復興 が 遅れ て いる 自治 体 に と っ て は より 深刻 な 事態 と な る 。 

被災 地 は 、 人 日 減少 や 産業 基盤 整備 の 遅れ 等 に より 財政 状況 は 厳し く 、 新 た な 負担 に 耐 
える 余力 は な く 、 こ れ ま で どおり の 国 の 財政 支援 継続 が 必要 不可 欠 で ある 。 

また 、 地 方 自治 体 は 、 子 育て 支援 、 医 療 、 介 護 な どの 社会 保障 、 被 災 地 の 復興 、 環 境 対 
策 、 地 域 交通 の 維持 な ど 、 果 た す 役 割 が 拡大 する 中 で 、 人 口 減少 対策 を 含む 地方 版 総合 戦 
略 の 策定 な ど 、 新 た な 政策 課題 に 直面 し て いる 。 一 方 、 地 方 公務 員 を 始め 、 人 材 が 減少 す 
る 中 で 新た な ニー ズ の 対応 が 困難 と な っ て お り 、 公 共 サ ービス を 担う 人 材 確保 を 進め る と 
と も に 、 こ れ に 見 合う 地方 財政 の 確立 を 目指 す 必要 が ある 。 

し か し 、 経 済 財 政府 問 会 議 に お いて は 、2020 年 の プラ イマ リー バラ ンス の 黒字 化 を 図る 
た め 、 社 会 保障 と 地方 財政 が 二 大 ター ゲッ ト と され 、 歳 出 削減 に 向け た 議論 が 進め られ て 
いる 。 財 政 再 建 目標 の 達成 を 目的 に 必要 不可 欠 な サー ビス が 削減 され れ ば 、 国 民生 活 と 地 
域 経済 に 疲弊 を も た ら す こと は 明らか で ある 。 

以上 の こと か ら 、2016 年 度 の 政府 予算 、 地 方 財政 計画 の 検討 に あたっ て は 、 被 災 地 の 早 
期 復興 に 向け た 財源 確保 と 国民 生活 を 支え る 社会 保障 予算 及び 地方 財政 の 充実 ・ 確 立 が 求 
め ら れ て いる 。 

よっ て 、 政 府 に 次 の と お り 対 策 を 求め る 。 

記 
1 東日本 大 震 災 の 集中 復興 期間 後 の 復興 事業 に つい て 、 地 元 負担 導入 を 行わ な いこ と 。 

また 、 復 興 交付 金 、 岩 災 復 興 特別 交付 税 等 の 復興 に 係る 財源 措置 に つい て は 、 集 中 復 
興 期 間 終了 後 の 2016 年 度 以降 も 継続 する こと 。 

2 社会 保障 、 被 災 地 復興 、 環 境 対策 、 地 域 交 通 対策 、 人 口 減 対 策 な ど 、 増 大 する 地方 上 

治 体 の 財政 需要 を 的 確 に 把握 し 、 こ れ に 見 合う 地方 一 般 財 源 の 確保 を 図る こと 。 特に 、 
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今後 、 策 定 する 財政 健全 化 計画 に お いて 、 地 方 一 般 財 源 総額 の 現行 水準 の 維持 ・ 確 保 を 
明確 に する こと 。 
3 子ども ・ 子 育て 支援 新制 度 、 地 域 医療 構想 の 策定 、 地 域 包 括 生 活 ケ アン システム 、 生 活 
困 鯛 者 自立 支援 、 介 護 保険 制度 や 国民 健康 保険 制度 の 見 直し な ど 、 急 増す る 社会 保障 ニ 
ー ズ の 対応 と 人 材 を 確保 する た め の 社 会 保障 予算 の 確保 と 地方 財政 措置 を 的 確 に 行う こ 
4 地方 財政 計画 に 計上 され て いる 「 歳 出 特別 枠 」 及 び 「 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 事業 費 」 
に つい て は 、 自 治 体 の 財政 運営 に 不可 欠 な 財源 と な っ て いる こと か ら 、 現 行 水準 を 確保 
する こと 。 ま た 、 こ れ ら の 財源 措置 に つい て 、 了 臨時 、 一 時 的 な 財源 か ら 恒 久 的 財源 へ と 
転換 を 図る た め 、 社 会 保障 、 環 境 対策 、 地 域 交 通 対 策 な ど 、 経 常 的 に 必要 な 経費 に 振り 
替え る こと 。 

5 地方 交付 税 の 財源 保障 機能 ・ 財 政調 整 機能 の 強化 を 図り 、 市 町 村 合併 の 算定 特例 の 終 
了 を 踏ま えた 新た な 財政 需要 の 把握 、 小 規模 自治 体 に 配慮 し た 段階 補正 の 強化 な どの 対 
策 を 講じ る こと 。 
6 2015 年 度 国勢 調査 を 踏ま え 、 東日本 大 震 災 被災 地 等 の 人 口 急 減 自治 体 の 行 財政 運営 に 
支障 が 生じ る こと が な いよ う 地 方 交付 税 算 定 の あり 方 を 検討 する こと 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
































市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








宮 古 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平 成 27 年 6 月 19 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 外 務 大 臣 、 
防衛 大 臣 

【 件 名 】 安 全 保障 関連 法制 定 に 反対 する 意見 書 


(趣旨 ) 

政府 は 、 第 189 国会 に 「 国 際 平 和 支 援 法案 」 と 「 平 和 安 全 法 邊 
出し た 。 こ の 法案 は 、 日 本 国 憲 法 に 違反 し 、 わ が 国 を 再び 戦争 が で きる 国 に 変え よう と す 
る も の で ある 。 よ っ て 、 2 法案 の 制定 に 反対 する と と も に 、 本 法案 を 断念 する よう 強く 求 
め る 。 











際 
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法案 」 の 2 法案 を 提 














































































































(理由 ) 
安倍 政権 は 5 月 15 日 、「 国 際 平 和 支 援 法案 」 と 「 平 和 安 全 法 整 備 法案 」 の 2 法案 を 国会 
提出 し た 。 
型 際 平 和 支 援 法案 は 、 新 た な 立法 措置 な し に 多国 籍 軍 等 の 戦争 を 自衛 隊 が 随時 支援 で き 
よう に する た め の 恒 久 法 で ある 。「 平 和 安 全 法制 整備 法案 」 は 、 武 力 攻撃 事態 法 改正 案 、 
周辺 事態 法 改正 案 (重要 影響 事態 法案 に 名称 変更 )、 国 連 平 和 維 持 活動 (PKO) 協力 法 改 
正 案 、 自 衛 隊 法 履正 案 な どの 10 本 の 改正 案 を 一 括 法 案 と し て 、「 存 立 危機 事態 」 の 定義 を 
定め て 、 わ が 国 が 攻撃 され て いな く て も 戦争 に 参加 する 集団 的 自衛 権 行使 を 可能 に する も 
の で ある 。 ま た 、 周 辺 事態 法 な どの 地理 的 制約 を 撤廃 し て 世界 中 の どこ へ で も 、 米 国 以外 
の 軍隊 も 支援 で き 、P KO 活動 の 際 の 「 駆 けつ け 警 護 」 も 可能 と な り 武 問 使 用 権限 も 拡大 
され る な ど 、 自 衛 隊 の 活動 内 容 は 大 幅 に 拡大 する 。 
政府 は 長年 に わた っ て 「 憲 法 9 条 下 に お いて 許容 され て いる 自衛 権 の 行使 は 、 我 が 国 を 
防衛 する 必要 最小 限 の 範囲 に と ど め る べき 」 と し て 、 集 団 的 自衛 権 の 行使 や 他国 軍 の 武力 
行使 と の 一 体 化 を 憲法 は 許容 し て いな いと し て きた 。 し か し 、 今 回 の 2 法案 は 、 平 和憲 法 
下 の わ が 国 の 基本 政策 を 180 度 転換 し 、 戦 争 を 放棄 し た 平和 国家 日 本 の あり 方 を 根本 か ら 
変え る も の で あり 、 到 底 容 認 す る こと は で き な い 。 憲 し 、 戦 争 が で きる 国 に 変え 
よう と する 2 法案 の 制定 に 強く 反対 を する 。 

よっ て 、 政 府 は 2 法案 の 制定 を 断念 する よう 強く 求め る も の で ある 。 
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憲法 に 違反 



































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 





























市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








宮 古 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平 成 27 年 6 月 19 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 


厚生 労働 大 臣 
【 件 名 】 医 療 費 助成 制度 に お ける 現物 給付 導入 に 係る 国庫 負担 金 減額 措置 の 撤廃 
を 求め る 意見 書 


(趣旨 ) 
住民 の 健康 増進 及び 傷病 の 早期 発見 、 早 期 治療 に よる 重症 化 防 止 の た め 、 医 療 費 助成 制 
度 に お いて 現物 給付 を 導入 する 自治 体 に 対す る 国庫 負担 金 減 額 措置 の 撤廃 を 強く 要望 す 
る 。 
























































































































































(理由 ) 
岩手 県 の 医療 費 助成 制度 の 給付 方 法 は 償 還 払い 方 式 で ある 。 も う 一 方 の 現物 給付 方 式 は 、 
東北 で は 岩手 県 以外 の すべ て の 県 で 導入 し て お り 、 全 国 で も 多く の 都 道 府 県 が 導入 し て い 
る 。 
患者 に と っ て 現物 給付 の メリ ッ ト は 、 負 担 上 限 額 分 の 医療 費 を 用 意 し て お け ば 、 そ れ 以 
上 の 支払 い が 不要 な こと で ある 。 そ の た め 、 安 心して 受診 で き 、 傷 病 の 早期 発見 、 早 期 治 
療 に つなげ る こと が で きる 。 ま た 、 一 方 の 償 二 払い の 際 に 必要 と な る 医療 費 助 成 給 付 申 請 
の 手続 き が 不要 で ある 。 市町村 に と っ て は 、 償 居 払 い に 係る 事務 作業 や 振込 手数 料 が 不要 
で あり 、 医療 機関 に と っ て は 、 医療 費 助 成 給 付 申請 書 の 確認 と 診療 報酬 明細 書 (レセ プ ト ) 
へ の 貼付 が 不要 で ある 。 

し か し 、 現 物 給付 を 導入 すれ ば 、 ベ ナル ティ と し て 国民 健康 保険 に 係る 国 か ら の 国庫 負 
担 金 が 減額 され て し まう 。 そもそも 国民 の 健康 を 守る こと は 、 日 本 国 憲 法 25 条 で 規定 され 
て いる よう に 国 の 責務 で ある 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 住 民 の 健康 増進 及び 傷病 の 早期 発見 、 早 期 治療 に よる 重症 化 防 
止 の た め 、 次 の 項目 に つい て 早期 に 実現 する よう 強く 要望 する 。 

記 
費 助成 制度 で 現物 給付 を 導入 する 自治 体 に 対す る 国民 健康 保険 に 係る 国庫 負担 金 

減額 措置 を 撤廃 する こと 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 



































市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








宮 古 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 6 月 19 日 
【 提 出 先 】 岩手 県 知事 
【 件 名 】 岩 手 県 の 医療 費 助成 制度 に つい て 現物 給付 の 導入 を 求め る 意見 書 


(趣旨 ) 
住民 の 健康 増進 及び 傷病 の 早期 発見 、 早 期 治療 に よる 
度 に つい て 現物 給付 を 導入 する よう 強く 要望 する 。 
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E 症 化 防止 の た め 、 医 療 費 助成 制 






































(理由 ) 

本 県 の 医療 費 助成 制度 の 給付 方 法 は 償 居 払い 方 式 で ある 。 もう 一 方 の 現物 給付 方 式 は 、 

東北 で は 岩手 県 以外 の すべ て の 県 で 導入 し て お り 、 全 国 で も 多く の 都 道 府 県 が 導入 し て い 

る 。 

患者 に と っ て 現物 給付 の メリ ッ ト は 、 負 担 上 限 額 分 の 医療 費 を 用 意 し て お け ば 、 そ れ 以 

上 の 支払 い が 不要 な こと で ある 。 そ の た め 、 安 心して 受診 で き 、 傷 病 の 早期 発見 、 早 期 治 

療 に つなげ る こと が で きる 。 ま た 、 一 方 の 償 還 払い の 際 に 必要 と な る 医療 費 助成 給付 申請 

の 手続 き が 不要 で ある 。 市 町 村 に と っ て は 、 償 居 払 い に 係 る 事務 作業 や 振込 手数 料 が 不要 

で あり 、 医療 機関 に と っ て は 、 医療 費 助 成 給 付 申請 書 の 確認 と 診療 報酬 明細 書 (レセ プ ト ) 

へ の 貼付 が 不要 で ある 。 
よっ て 、 県 に お いて は 、 住 民 の 健康 増進 及び 傷病 の 早期 発見 、 早 期 治療 に よる 重症 化 防 

止 の た め 、 次 の 項目 に つい て 早期 に 実現 する よう 強く 要望 する 。 

記 

1 県 の 医療 費 助 成 制度 に つい て 現物 給付 を 導入 する こと 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 





























市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








宮 古 市 Gs 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 、 
人 

【 件 名 】 農協 法 改 正 を は じ め と し た 「 農 業 改革 」 に 関す る 意見 書 


(趣旨 ) 

安全 ・ 安 心 な 食料 を 生産 する 家族 農業 経営 を 育て 、 食 料 自給 率 を 向上 させ る 政策 や 、 地 
域 農 業 、 家 族 農業 経営 及び 地域 の 暮らし を 支え る 農協 を 発展 させ る 政策 の 充実 な ど 、 地 域 
及び 地域 経済 を 活性 化 さ せる 対策 を 早急 に 講じ る よう 強く 要望 する 。 










































































(理由 ) 
政府 は 、 規 制 改 革 会 議 か ら 提出 され た 規制 改革 に 関す る 第 2 次 答申 を 踏ま え 、 規 制 改革 
実施 計画 を 闘 議決 定 し た と ころ で あり 、 今 通常 国会 に 関連 法案 が 提出 され て いる 。 

この 規制 改革 に よる 農協 及び 農業 委員 会 の 見 直し は 、 地 域 農業 や 農協 の あり 方 に と ど ま 
ら ず 、 国 民 の 食料 や 地域 の 将来 、 そ し て 協同 組合 その も の の あり 方 に 関わ る 重大 な 問題 で 
ある 。 

この 規制 改革 は 、 安 倍 内 閣 総 理大 臣 が 成長 戦略 の 一 環 と し て 、 こ れ ま で 競争 原理 が な じ 
まな いと され て きた 医療 ・ 健 康 分 野 と 並び 、 農 業 を 企業 の 自由 競争 の 場 に 開放 する 政策 の 
一 環 と し て 進め られ て いる も の で あり 、 そ の 障害 と な る 農地 法 や 農協 及び 農業 委員 会 を 岩 
盤 規制 と 称し て 、 事 実 上 の 解体 を 目指 す も の と な っ て いる 。 

この 規制 改革 が 進め られ る こと に よっ て 、 家 族 農業 経営 が 追い 出さ れ 、 地 域 農業 と 地域 
の 暮らし 、 そ し て 協同 組合 が 破壊 され る こと と な り 、 国 際 協 同 組合 同盟 (ICA) も 、 協 
同 組 合原 則 を 侵害 する も の と し て 厳し く 批 判 し て いる 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 地 域 及 び 地 域 経 済 を 活性 化 さ せる た め 、 早 急 に 次 の 措置 を 講ず 
る よう 強く 要望 する 。 






















































































































































































































































































記 
1 農業 改革 に あたっ て は 、 国 連 も 推奨 し て いる 家族 農業 経営 も 担い 手 に 位置 づけ 、 食 料 
給 率 の 向上 を 目指 す も の と する こと 。 ま た 、 一 般 企 業 の 農地 取得 に 道 を 開く 農地 法 改 
正 や 農業 委員 の 公選 制 等 の 廃止 を や め る こと 。 
2 協同 組合 で ある 農協 の あり 方 は 、 農 協 自身 に よる 改革 を 専 重 し 、 法 的 な 措置 に よる 強 
制 は や め る こと 。 























































































































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
































市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








北 上 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 6 月 26 日 

【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 

【 件 名 】30 人 以下 学級 の 実現 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 堅持 と 拡充 及び 教育 予 
算 の 拡充 を 求め る 意見 書 





平成 23 年 度 に 義務 標準 法 が 改正 され 、 小学 校 1 学年 の 基礎 定数 化 が は か られ まし た 。 こ 
れ は 、30 年 ぶり の 学級 編成 標準 の 引き 下げ で あり 、 今後 、 少 人 数 学級 へ の 着実 な 実行 が 必 
要 で す 。 日 本 は 、OECD 諸 国 に 比べ て 、1 学級 あたり の 児童 生徒 数 や 教員 一 人 あたり の 
児童 生徒 数 が 多く 、 き め 細 や か な 対応 を する た め に は 学級 規模 を 引き 下げ る こと が 必要 で 
す 
の 







































































。 平成 22 年 に 文部 科学 省 が 実施 し た 「 今 後 の 学級 編成 及び 教職 員 定 数 に 関す る 国民 か ら 
意見 募集 」 で は 、 回 答 者 の 約 6 割 が 小 中 学 校 の 望ま し い 学 級 規 模 と し て 、26 か ら 30 人 
を 挙げ て お り 、 こ の こと か ら 保護 者 も 30 人 以下 学級 を 望ん で いる こと は 明らか で す 。 
また 、 子 ども た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 均等 に 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 
憲法 の 精神 で す 。 し か し 、 教 育 予算 に つい て は 、GDP に 占め る 教育 費 の 割合 は OECD 
加盟 28 カ国 の 中 で 最 下 位 で あり 、 また 、 国 の 三位一体 改革 に より 義務 教育 費 国庫 負担 制度 
の 国 の 負担 割合 は 2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 引き 下げ られ 、 こ れ に より 教育 予算 は 地方 自治 
体 の 財政 を 圧迫 し て いま す 。 地 方 自治 体 が 教育 費 の 財源 を 安定 的 に 確保 する た め に は 、 義 
務 教 育 費 の 国庫 負担 制度 を 堅 持 し 、 さ ら に 国 の 負担 割合 を 3 分 の 1 か ら 2 分 の 1 へ 引き 上 
げ る こと が 必要 で す 。 

将来 を 担い 、 社 会 の 基盤 づく り に つなが る 子ども た ち へ の 教育 は 極め て 重要 で す 。 未来 
へ の 先行 投資 と し て 子ども や や 若者 の 学び を 切れ 目 な く 支 援 し 、 人 材 の 育成 か ら 雇 用 ・ 就 業 
の 拡大 に つなげ る 必要 が あり ます 。 

よっ て 、 国 及び 政府 関係 機関 に お いて は 、 次 の 





















































































































































































































































































































































1 
\ 唱 


を 実現 する よう 強く 求め ます 。 














1 少 人 数 学級 を 推進 する こと 。 具体 的 学級 規模 は 、OE CD 諸国 並み の ゆたか な 教育 環 
境 を 整備 する た め 、30 人 以下 学級 を 目指 すこ と 

2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を 図る た め 、 義 務 教 育 費 国 庫 負担 制度 の 堅持 と と も 
に 国 負 担 割 合 を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 

3 学校 施設 整備 費 、 就 学 援助 ・ 奨 学 金 、 学 校 ・ 通 学 路 の 安全 対策 な ど 、 教 育 予算 の 充実 
の た め 、 地 方 交付 税 を 含む 国 の 予算 を 拡充 する こと 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








北 上 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 6 月 26 日 
【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 防 衛 大 臣 、 内 閣 官 房 長官 
【 件 名 】 国際 平和 支援 法 な ど 安 全 保 障 関連 法案 の 撤回 を 求め る 意見 書 








政府 は 、 平成 26 年 7 月 に 集団 的 自衛 権 の 行使 容認 を 闘 議決 定 し 、 自衛 隊 の 活動 を 拡大 す 
る 考え を 打ち 出し まし た 。 そ し て 、 平成 27 年 5 月 15 日 に は 安全 保障 関連 法案 が 国会 に 提 
出さ れ 、 審 議 が 行わ れ て いま す 。 

安全 保障 関連 法案 は 、 国 際 紛 争 に 対処 する 他国 籍 軍 の 後方 支援 を 新た な 立法 措置 を と ら 
な く て も 随時 可能 に する 「 国 際 平 和文 援 法案 」 と 、 集 団 的 自衛 権 の 行使 を 可能 と する 武力 
攻撃 事態 法 や 自衛 隊 法 な ど 10 件 の 法律 を 一 括 改正 する 「 平 和 安 全 法制 整備 法案 」 の 2 法案 
で あり 、 国 民生 活 に 関わ る 極め て 重要 な 法案 で あり ます 。 
国際 情勢 の 変化 と と も に 、 わ が 国 に 求め られ る 国際 頁 献 の め あり か た も 変わ っ て き て お り 、 
新た な 対応 の 必要 性 が 主張 され る 一 方 、 自 衛 隊 の 海外 派遣 や 集団 的 自衛 権 行使 の 判断 が 、 
時 の 政権 の 裁量 に 委ね られ て し まう の で は な いか と 不安 視 す る 声 も 高まっ て いま す 。 
また 、 平 成 27 年 6 月 4 日 に 衆議院 憲法 審査 会 で 行わ れ た 参考 人 質疑 で は 、 憲法 を 専門 と 
する 有識者 3 名 全員 が 、 法 案 に つい て 憲法 違反 と の 認識 を 表明 し 、 違 憲 性 を 問う 動き が 強 
まっ て いま す 。 憲法 に 基づか な い 政 府 の 統治 は 、 立 憲 主 義 に 反する こと に な り ま す 。 

集団 的 自衛 権 の 行使 容認 は 、 こ れ ま で 歴代 政府 が 踏襲 し て きた 戦後 の 安全 保障 体制 を 根 
本 か ら 変 えよ うと する も の で あり 、 憲 法 解 釈 の 変更 だ どけ で 対応 すべ きも の で は あり ませ ん 。 

よっ て 、 国 及び 政府 関係 機関 に 対し 、 安 全 保 障 関連 法案 の 即時 撤回 を 求め ます 。 




































































































































































































































































































































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 
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北 上 市 





【 議 決 年 月 
【 提 出 


【 件 





地方 























する た め 


確立 を 目指 
経済 財政 府 問 会 議 に お いて は 、 
る た め 、 社 


し か し 、 





る た め だ け 
こと は 明 ら 


この た め 、 


地方 財政 の 
実現 する よ 


1 





社会 保 
ヨ 治 体 の 
特 ( の 


系 を 明確 | 














x 
に 、 























2 子ども 
困 鑑 者 自 

















自治 体 は 、 社 会 保障 や 環境 対策 な ど 果 た す 役 
む 地 方 版 総合 戦略 の 策定 等 、 


に は 、 


日 】 平成 27 年 6 月 26 日 

先 】 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 
内 閣府 特命 担当 大 臣 (経済 財政 政策 担当 ) 、 経 済 産業 大 臣 、 
地方 創 生 担当 大 臣 、 厚 生 労 働 大 臣 、 内 閣 官房 長官 

名 】 地 方 財政 の 充実 ・ 強 化 を 求め る 意見 書 























割 が 拡大 する な か 、 人 
新た な 政策 課題 に も 直面 し て いま す 。 増 大 する 
公共 サー ビス を 担う 人 材 確保 を 進め る と と も に 、 こ れ に 見 合 
す 必 要 が あり ます 。 
























































| 











年 度 プ ライ マリ ー バ ラン ス の 黒字 化 を 


減少 対策 を 含 
ー ズ に 対応 
う 地 方 財政 の 








区 


























会 保障 と 地方 財政 を 歳出 改革 の 重点 分 野 と し て いま す 。 














財政 





建 目標 を 達成 す 




















に 、 不 可 欠 な サー ビス が 削減 され れ ば 、 国 
が で す 。 
平成 28 年 度 の 政府 予算 、 
確立 を 目指 すこ と が 必要 で あり 、 国 
う 強 く 求 め ま す 。 

















民生 活 と 地域 経済 に 疲弊 









































を も た ら す 


地方 財政 の 検討 に あたっ て は 、 社 会 保障 予算 の 充実 、 
及び 政府 関係 機関 に お いて は 、 次 の 事項 を 
































障 、 被 災 地 復興 、 環 境 対策 、 地 域 交 通 対策 、 人 口 減少 対策 な ど 、 
財政 需要 を 的 確 に 把握 し 、 こ れ に 見 合う 地方 一 般 財源 総額 の 
今後 、 策 定 する 財政 再建 計画 に 
に する こと 。 


























確保 を 



































・ 子 育て 支援 新制 度 、 地 域 医 療 構想 の 策定 、 
立 支援 、 介 護 保 険 制度 や 国民 健康 保険 制度 な 





地域 包 指 




















対応 と 人 











5 
に つい て は 


税制 の 
で 、 代替 財源 の 確保 を は 
、 償 却 資 産 に 
不可 欠 な 税 で ある た め 


地方 財政 計画 に 計上 され て いる 「 




















材 を 確保 する た め の 社 会 保障 予算 の 確保 と 、 地 方 財政 措 























I 
の 平成 28 年 度 以降 も 継続 する こと 。 











廃止 、 減税 を 検討 する 際 に 
じ め 、 財政 運営 
回 定 資 産 税 や ゴル フ 場 利 


、 現 行 制度 を 堅持 する こと 。 


は 、 自 治 体 財政 に 与え る 

















sm 


中 























か か る 











税 に つい て は 、 


























、 自 











治 体 の 財政 運営 に 不可 欠 な 財源 と な っ て いる こと か ら 、 


5 生活 ケア シス テム 、 
ど 、 急 増す る 社会 保障 ニー ズ へ の 
置 を 的 確 に 行う 


歳出 特別 枠 」 及 び 「 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 
現行 水準 


当 大 する 地方 
図る こと 。 
お いて 、 地 方 一 般 財 源 総 額 の 現行 水準 の 維持 


・ 確 








生活 


a 
に O 





、 復 興 集中 期 


影響 を 十分 検証 し た 上 
に 支障 が 生じ る こと が な いよ 2 う 対応 を 図る こと 。 
「 村 の 財政 運営 に 


車 : 業 
寺 末 貴 





££ 




















下 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
する こと 。 ま た 、 こ れ ら の 財源 措置 に つい て 、 了 臨時 ・ 一 時 的 な 財源 か ら 恒 久 的 財源 へ と 
転換 を 測る た め 、 社 会 保障 、 環 境 対策 、 地 域 交 通 対策 な ど 、 経 常 的 に 必要 な 経費 に 振替 
える こと 。 














































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
北 上 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平 成 27 年 6 月 26 日 
【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 
【 件 名 】 農協 法 改 正 を は じ め と し た 「 農 業 改革 」 に 関す る 意見 書 








ジム 





























農業 を 企業 の EE 





農地 法 の 改正 を 目指 す も の で あり 、 地域 農業 や 農協 の あり 方 に と ど ま ら ず 、 





今 国会 に 提出 され た 「 農 業 改革 」 に 関す る 法案 は 、 
由 競 争 の 場 に 開放 し 、「 岩 盤 規制 」 と 称 さ れる 農協 法 や 農業 委員 会 ? 




















地域 の 将来 に 重 フ 














農協 法 の 改正 は 、J A 全 中 に よる 各地 の 農協 、 農家 へ の 指導 ・ 監 督 体制 が 国 








争 力 強 化 を 阻む 障害 に な っ て いる と の 判断 に よる も の で す が 、」A 全 
ぶ 調 整 役 と し て の 役割 を 軽視 する も の で あり 、 農 業者 
す 。 農業 委員 会 法 の 改正 に よる 公選 制 廃止 は 、 























な 影響 を 及ぼ す 可 能 性 が あり ます 。 






















































































競争 原理 が 馴染 まな いと され て きた 
ま 及 び 

国民 の 食料 や 

紀 内 農業 の 競 

の 中 央 と 地域 を 結 




















に 大 き な 影 響 を 与え る 恐れ が あり ま 








農家 の 代表 と し て の 役割 が 失わ れ 、 地域 農 





業 の 実態 に 肥 し た 農業 振興 が 図ら れん なくなる と と も に 、 農 業 振興 に 対す る 農業 者 の 意見 表 


明 の 場 の 減少 に つなが る と 考え ます 。 また 、 
件 緩和 は 、 企業 参入 の 加速 化 が 想定 され 、 法人 の 意思 
や 、 今後 の 集落 内 の 農地 の 利用 や や 調整 に 懸念 が 生じ 
間 地 が 多く 、 農 地 集積 が 難し い 地 域 で あり 、 現 状 に 肥 し て いな いと 考え ます 。 

「 農 業 改 革 」 が 進め られ れ ば 、 家族 的 農 


中 日 














当 市 は 兼業 農家 が 大 部 分 を 

















占め て お り 、 今 回 の 











農地 法 の 改正 に お いて は 、 農業 生産 法人 の 要 











決定 権 者 が 地域 内 に 存在 し な い 事 態 














E す 。 特に 岩手 県 内 は 他 県 に 比べ る と 


業 経営 が 成り 立た な く な り 、 地 域 農業 や 地域 社会 の 維持 ・ 発 展 が 阻害 され る と 考え ます 。 











継 者 は 、 





4 家 


に 農地 が ある こと で 近隣 の 職場 で 働き な が ら 休 


























業 

用 

農地 が 集約 

首都 園 ー の 人 
私 た ち は 、 今 


念 




















ヒ さ れる と 農業 を する 必要 が な く な る こと か ら 地 元 に 留まる 理 











日 に 農業 を し て いま す が 、 
が な く な り 、 






































流出 が 加速 し 、 地 域 が 衰退 する と の 危 恨 が あり ます 。 








日 食料 危機 が 心配 され る な か 、 農 業者 を 支え る 諸 制 度 の 充実 、 地域 コミ ュ 


ニテ ィ の 維持 、 及び 協 同 組合 の 発展 に よっ て 、 様々 な 担い 手 に よる 協 働 を 進め る こと が 農 





業 を 始め と し て 地 











成 の 活性 化 に つなが る と 考え ます 。 





























以上 の 状況 に 氏 み 、 次 の 事項 の 実現 を 強く 求め ます 。 





1 農業 改革 に 
選 制 廃止 な ど 


と する こと 。 


2 協同 組合 で ある 農協 の あり 方 は 、 農協 自 





止め る こと 。 














あたっ て は 、 一 般 企業 の 農地 取得 に 道 














を 止め 、 地域 の 実情 を 踏ま えた 内 容 と し 、 食料 自 











ッ ト を 

















以上 、 地 方 用 

















治 法 第 99 条 に 基づき 意見 書 を 提出 し 








を 開く 農地 法 改 正 や 農業 委員 会 の 公 
給 率 の 向上 を めざす も の 























身 の 改革 を 尊重 し 、 法 的 な 措置 に よる 強制 は 





ます 。 
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意見 書 の 内 容 








北 上 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 6 月 


26 日 


【 提 出 先 】 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 復 興 大臣 
【 件 名 】「 被 災 児 童 生徒 就学 支援 等 事業 交付 金 」 の 継続 を 求め る 意見 書 























東日本 大 震 災 か ら 4 年 が 経過 し ま 





し た 。 被災 地 で は 、 い まだ 地域 の 復旧 





・ 復 興 の 遅れ か 


ら 先 行き の 見 通し が 立た な い 中 、 家 庭 や 地域 で の 様々 な 問題 が 子ども た ちの 生活 に 大 き な 





























被災 児童 生徒 就学 支援 等 臨時 特例 交付 金 」 は 、 
「 東 日 本 大 震 炎 で 彼 災 を し 、 経 済 的 理由 に より 就学 等 が 




















木 














成 23 年 度 の 国 の 補正 
難 な 子ども を 対象 に 就学 支援 等 





予算 に お いて 、 


を 実施 する 」 た め 、 平 成 26 年 度 まで 必要 な 支援 が で きる よう 創設 され た も の で す 。 こ の 








交付 金 に より 、 幼稚 園 の 保育 料 や 入園 料 、 小 ・ 中 学校 の 学 / 



































J 品 費 や 通学 費 、 





ん た る SS 
高等 学校 の 奨 














所 


学 金 、 私 立 学校 の 授業 料 等 の 減免 な ど 多く の 就学 支援 等 が 行わ れ 、 被災 し た 子ども た ちゃ や 








保護 者 に 大 き な 安 心 感 を 与え て きま 











し か し 、 こ の 「 技 災 児 童 生 和 





E 就 学 支援 等 臨時 特例 交付 金 」 は 、 平 成 26 年 度 ま で の 事業 
と な っ て お り 、 平 成 27 年 度 に お いて は 、 基 金 方 式 で は な いも の の 「 被 災 児 童 生 る 





し た 。 























くく 上 
災 児 童 生 











[ 


月 











援 等 事業 交付 金 」 と し て 継続 され まし た が 、 集 中 復興 期間 が 終了 する 平成 




















うな る の か 見 えな い 状 況 と な っ て vV 





dd 


ます 。 こ の 交付 金 の 対象 者 は 




















\ 





平成 25 








28 年 度 以降 ど 
年 度 で 52, 436 





人 と な っ て お り 、 こ れ か ら も この 事業 を 必要 と する 子ども た ち は 数 多く いま す 。 





よっ て 、 国 及び 政府 関係 機関 に お いて は 、 引 き 続 き 平 成 28 年 























する 「! 被 災 児 童 生徒 就学 支援 等 事業 交 


























以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提 
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Qr( 
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す 。 


け 金 」 を 継続 し て いた だ く よ う 、 強 








度 以降 も 全額 国費 で 支援 





く 抽 当 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








久 慈 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 6 月 24 日 
【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 
【 件 名 】 農業 協同 組合 法 改 定 を は じ め と し た 「 農 業 改革 」 に 関す る 意見 書 


政府 は 、 今 通常 国会 に 農業 改革 に 関す る 法案 を 提案 し まし た 。 
規制 改革 会 議 の 答申 を 受け て 進め られ て いる 「 農 業 改革 」 の 名 に よる 農協 ・ 農 業 委員 会 
改革 は 、 地 域 農 業 や 農協 の 在り 方 に と ど ま ら ず 、 国 民 の 食料 や 地域 の 将来 、 そ し て 協同 # 
合 そ の も の の 在り 方 に 関わ る 重大 な 問題 で す 。 
今回 提起 され て いる 「 農 業 改革 」 は 、 安 倍 首 相 の 「 日 本 を 世界 で 一 番 、 企 業 が 活躍 し や す 
い 国 に する 」 と いう 成長 戦略 の 一 環 と し て 、 こ れ ま で 競争 原理 が な じ ま な いと され て きた 医 
療 ・ 健 康 分 野 と 並ん で 、 農 業 を 企業 の 自由 競争 の 場 に 開放 する 政策 と し て 進め られ て いる 
も の で 、 そ の 障害 と な る 農地 法 や 農協 、 農 業 委員 会 を 岩盤 規制 と 称し て 、 事 実 上 の 解体 を 
指す も の に な っ て いる 。 
今回 の 「 農 業 改革 」 が 進め られ る な ら ば 、 家 族 農 業 経営 が 追い 出さ れ 、 地 域 農業 と 地域 
の 暮らし 、 そ し て 協同 組合 を 破壊 する こと に な っ て し まう 。TI CA( 国 際 協 同 組 合同 盟 ) も 、 
協同 組合 原則 を 侵害 する も の と し て 上 厳し く 批 判 し て いる 。 
安全 、 安 心 な 食料 を 生産 する 家族 農業 経営 を 育て 、 食 料 自給 率 を 向上 させ る 政策 、 そ し 
て 地域 農業 と 家族 農業 経営 、 地 域 の 暮らし を 支え る 農協 を 発展 させる こと こそ 、 地 域 と 地 
域 経済 を 活性 化 さ せる 道 だ と 考え る こと か ら 、 下 記 の 事項 に つい て 強く 要望 する 。 

記 
1 農政 改革 に 当たっ て は 、 国 連 も 推奨 し て いる 家族 農業 経営 を 育て る こと を 則 と し 、 食 
料 目 給 率 の 向上 を 目指 す も の と する こと 。 一般 企業 の 農地 取得 に 道 を 開く 農地 法 改 正 や 
農業 委員 の 公選 制 の 廃止 を や め る こと 。 
2 協同 組合 で ある 農協 の 在り 方 は 、 農 協 自身 の 改革 を 尊重 し 、 法 的 な 措置 に よる 強 秋 
や め る こと 。 
以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








久 慈 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 6 月 24 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 総 務 大 臣 、 
財務 大 臣 

少 人 数 学級 の 推進 な どの 定数 改善 と 義務 教育 費 国庫 負担 制度 の 国 の 負担 
割合 二分 の 一 復元 及び 教育 予算 の 拡充 を 求め る 意見 書 


【 件 名 


4 














義務 標準 法 で は 、 1 学級 あたり の 定員 を 小学 校 一 年 生 は 35 人 と する こと と し て いま す 
が 、 そ れ 以 上 の 拡充 が 進ん で いま せん 。 岩 手 県 で は 、 加 配 措置 を 活用 し た 県 独自 予算 と し 
て 、35 人 学級 の 拡充 を 小学 校 四 年 生ま で 及び 中 学校 一 年 生 に お いて 行っ て いま す 。 
I RAN ON 
徒 数 が 多く な っ て いま す 。 一 人 ひと り の 子ども に 丁寧 な 対応 を 行う た め に は 、 ひ と クラ ス 
の 学級 規模 を 引き 下げ る 必要 が あり ます 。 
社会 状況 等 の 変化 に より 、 いじ め 、 不 登校 等 生徒 指導 の 課題 も 深刻 化し 、 発達 障害 な ど 、 
特別 な 支援 を 要する 子ども た ち へ の 対応 も 課題 と な っ て いま す 。 こ の よう な 課題 の 解決 に 
向け 、 一 人 ひと り の 子ども に 丁寧 な 支援 、 対応 を 行う た め に は 、1 学級 の 規模 を 引き 下げ 、 
計画 的 な 定数 改善 が ぜひ と も 必要 で す 。 文部 科学 省 が 実施 し た 「 今 後 の 学級 編成 及び 教職 
員 定 数 に 関す る 国民 か ら の 意見 募集 」 で は 、 約 6 割 が 「 小 中 高校 の 望ま し い 学 級 規 模 」 と 
し て 、 26 人 へ ~30 人 を 挙げ て いま す 。 国民 も 30 人 以下 学級 を 望ん で いる こと は 明らか で す 。 
三位一体 改革 に より 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 国 の 負担 割合 が 二分 の 一 か ら 三 分 の 

に 引き 下げ られ まし た 。 そ の 結果 、 地 方 自治 体 財政 は 圧迫 され 、 非 正規 教職 員 も 増え て い 
ます 。 子 ども た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 、 一 定 水 準 の 教育 を 受け られ る こと が 憲法 上 
の 要請 で す 。 
子ども の 学ぶ 意欲 ・ 主 体 的 な 取り 組み を 引き 出す 教育 の 役割 は 重要 で あり 、 そ の た め の 
条件 整備 が 不可 欠 で す 。 こう し た 観点 か ら 、 平成 28 年 度 政府 予算 編成 に お いて 下記 事項 が 
実現 され る よう 強く 要望 し ます 。 
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本 








1 中 学校 お ける 一 学 般 あたり の 定員 を 30 人 以下 と し 、 適 切な 定数 改善 を 進め る こ 
きっ 
2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を 図る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 国 の 負担 割 
合 を 二分 の 一 に 復元 する こと 。 

3 学校 施設 整備 費 、 教 材 費 や 図書 費 、 就 学 援助 費 や 奨 学 金 、 学 校 や 通学 路 の 安全 な ど 、 
特に も 被災 地方 自治 体 に お ける 教育 予算 が 十分 に 確保 で きる よう 、 地 方 交付 税 を 含め 国 
の 教育 予算 を 拡充 する こと 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
久 慈 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平 成 27 年 6 月 24 日 











出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 法務 大 臣 、 外 務 大 臣 、 防衛 大 臣 
名 】 安全 保障 法制 の 整備 に 当たり 、 十分 な 国民 へ の 説明 と 憲法 の 理念 を 尊重 し 


国会 な ど で の 慎重 審議 を 求め る 意見 書 

















政府 は 第 189 回 通常 国会 に 「 国 際 平 和 支 援 法案 」 と 「 平 和 安 全 法制 整備 法案 」 の 2 法案 










































































年 際 平和 支援 法案 は 多国 籍 軍 な どの 戦争 を 自衛 隊 が 随時 支援 で きる よう に する た め の 恒 
F 和 安全 法制 整備 法案 は 集団 的 自衛 権 の 行使 を 可能 と する た め の 自 衛 隊 法 改 
正 案 等 10 法案 を 一 括 し た も の で ある 。 
日 か ら 国 会 で 安全 保障 関連 法案 の 審議 が 始ま っ た が 、 共 同 通 信 社 に よる 5 月 30 















































































































































日 の 全国 世論 調査 で は 安倍 政権 の 姿勢 に 対し 、「 十 分 に 説明 し て いる と は 思わ な い 」 
答 が 81.496、 法 案 成 立 後 、 自 衛 隊 が 戦争 に 巻き 込ま れる リス ク が 「 高 く な る 」 は 
選民 の 懸念 が 示さ れ た 。 










































































到 に お か れ て は 、 国 民 を 守る た め の 安 全 保障 法制 の 整備 に 当たっ て は 、 平 和 に 
還 民 の 不安 や 疑念 を 払拭 する た め に も 、 十 分 な 国民 へ の 説明 と 憲法 の 理念 を 尊重 し 、 
成立 に こだわ ら ず 慎重 審議 を 尽く され る よう 強く 要請 し 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 











































































































、 意 見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 











【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 6 月 12 日 
【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 文 部 科学 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 
【 件 名 】 教 職員 定数 改善 と 義務 教育 費 国庫 負担 制度 2 分 の 1 復元 を 求め る 意見 書 








日 本 は 、OECD 諸 国 に 比べ て 、 1 学級 当たり の 児童 生徒 数 や 教員 1 人 当たり の 児童 生 
徒 数 が 多く な っ て いる 。 し か し な が ら 、 第 7 次 教職 員 定 数 改善 計画 の 完成 後 9 年 も の 間 、 
至 に よる 改善 計画 の な い 状 況 が 続い て いる 。 自治 体 が 見 通し を 持っ て 安定 的 に 教職 員 を 配 
置 す る た め に は 、 国 段階 で の 国庫 負担 に 裏づけ され た 定数 改善 計画 の 策定 が 必要 で ある 。 
一 人 ひと り の 子ども た ち へ の きめ 細か な 対応 や 学び の 質 を 高め る た め の 教 育 環 境 を 実現 す 
る た め に は 、 教 職員 定数 改善 が 不可 欠 で ある 。 ま た 、 新 し い 学 習 指導 要領 に より 、 授 業 時 
数 や 指導 内 容 が 増加 し て いる 。 日 本 語 指導 な ど を 必要 と する 子ども た ちや 障害 の ある 子 ど 
も た ち へ の 対応 、 い じ め ・ 不 登校 な どの 課題 も も る 。 こ うし た こと の 解決 に 向け て 、 少 人 数 
教育 の 推進 を 含む 計画 的 な 教職 員 定 数 改善 が 必要 で ある 。 

いく つか の 自治 体 に お いて は 、 茂 し い 財 政 状 況 の 中 、 独 自 財源 に よる 定数 措置 が 行わ れ 
て いる が 、 国 の 施策 と し て 定数 改善 に 向け た 財源 補償 を すべ き で ある 。 

三位一体 改革 に より 、 義 務 教 育 費 国 庫 負 担 精 度 の 負担 割合 が 2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 引 
き 下 げ ら れ た 。 そ の 結果 、 自 治 体 財政 が 圧迫 され 非 正 規 教職 員 も 増え て いる 。 子 ども た ち 
が 全国 どこ に 住ん で いて も 、 一 定 水準 の 教育 が 受け られ る こと が 憲法 上 の 要請 で ある 。 
子ども の 学ぶ 意欲 ・ 主 体 的 な 取組 を 引き 出す 教育 の 役割 は 重要 で あり 、 そ の た め の 条 件 整 
備 が 不可 欠 で ある 。 こ うし た 観点 か ら 、2016 年 度 政府 予算 編成 に お いて 下記 事項 が 実現 さ 
れる よう 、 強 く 求 め る も の で ある 。 










































































































































































































































































































































































































































































記 














1 子ども た ちの 教育 環境 改善 の た め に 、 計 画 的 な 教職 員 定 数 改善 を 推進 する こと 。 
2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 負担 割合 
を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 













































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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意見 書 の 内 容 











【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 6 月 12 日 


【 
【 


困 




















デマ で 


象 
で 


徒 就 学 支援 等 臨時 特例 交付 金 」 が 創設 され た 。 2015 和 
『 業 交付 金 」 と し て 継続 され た 。 
交付 金 で の 事業 を 受け て いる 子ども の 数 は 全国 で 、2011 る 





リ 


人 
いい 


する こと に な っ て お り 、 復 興 


提 


件 名 】 

















果 





本 的 に は 、 幼稚 
各種 学校 に 対し て 自 


出 先 】 内閣 総 理大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 文 部 科学 大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 


「 被 災 児 童 生徒 就学 支援 等 臨時 特例 交付 金 」 の 継続 を 求め る 意見 書 


東日本 大 震 災 か ら 4 年 が 経過 し た 。 東 


園 、 





小 ・ 






































者 増 や 単価 
ある 。 

















上 岬 が 見 込 ヨ 











2011 年 度 の 国 








の 補 





























音 生 徒 就学 支援 等 






































日 本 大 岩 炎 で 彼 災 を し 、 経 済 的 理 














難 な 子 ども を 対象 に 、 国 に よる 就学 支援 等 が 行わ ん れ て いる 。 




















中 学校 、 

















高等 学校 、 特別 支援 学級 ・ 
治 体 が 実施 し て いる 既存 の 就学 支援 3 


た れる た め 、 自 治 体 の 新た な 負担 を 全 人 額 、 














国 が 負担 
























































に より 就学 等 





学校 、 私 立 学校 、 専修 学校 ・ 
ほ 業 等 に お いて 、 岩 災 に より 、 対 
・ 支 援 す る も の 





E 予 算 に お いて 、 2014 年 度 ま で 必要 な 支援 が で きる よう 「 被 災 児 童 生 
EF 度 は 基金 方 式 で は な いも の の 「 被 災 


E 度 67, 639 人 、2012 年 度 58, 352 








、20183 年 度 52, 436 人 と な っ て お り 、 学 校 現 場 か ら も 事業 の 継続 を 強く 望む 声 が 届い て 





る 。 
到 の 東 日 






































こう し た 状況 を 踏ま え 、 






































lm 
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欠 済 的 に 





る よう 、 下 記事 項 の 実現 を 強く 求め る 。 


1 
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日 本 大 震 炎 に よっ て 経済 的 に 








る た め 、 引 き 続 き 、2016 年 度 以降 も 全額 


交付 金 」 を 継 % 





続 す る こと 。 














以上 、 地 方 E 









































本 大 震 災 復興 特別 会 計 は 来年 度 以降 も 続く か 、 集 中 復興 期間 は 2015 年 度 で 終了 
ほ 業 の 見 直し が 検討 され て いる 。 








記 


困 役 し て いる 家庭 の 子供 た ちの 就学 ・ 修 学 が 保障 され 








困 氏 し て いる 家庭 の 子ども た ちの 就学 ・ 修 学 を 保障 す 

















国費 で 支援 する 「 被 災 児 童 生徒 就学 文 援 等 事業 





治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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国 は 『 農 林 水 産業 ・ 地 域 の 活力 創造 





プラ ン 』 を 策定 し 、 農地 


市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
ー 関 市 EN お 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 、 
岩手 県 知事 
【 件 名 】 農業 農村 整備 の 着実 な 推進 を 求め る 意見 書 












































払制 度 な どの 農政 の 大 改革 を 進め て お り ま す 。 





定 す る と と も 





また 、3 月 に 閲 


I 

















こう し た 


標 達 成 








発揮 を 進め 


いて は 、 農地 
は 、 県 内 の 約 30% を 占め る 面積 で や あり ます 。 
人 に お いて も 、 大 区 画 の 整備 は 最 








農業 基盤 


る 中 山間 地域 の 整備 を 予定 し て お り ま す 。 
今 、 当 市 は 、 急流 な 人 口 減少 、 








お り ま す 。 


こう し た な か 、 
60% 程 度 で あり 、 
つき まし て は 、 下 記 ヨ 
意見 を 提出 し 











1 国 が 進め る 新た な 農業 政策 の 
NEO 





て いく た め 














食料 ・ 農 業 ・ 農 村 基 
生産 能力 を 評 人 


議決 定 し た 『] 











本 計画 で は 、 新た な 















































こ 向 け て 、 








こ は 、 農 業 基 燃 





























『 業 の 活用 に より 、 





























ま 珠 備 が 必須 で あり 、 当 市 
約 721 ヘ クタ ー ル の 農地 集積 を 行い ま 





























高齢 化 を 踏ま え 、 


利用 集積 の 向上 や 水 | 





























終盤 を 迎え 、 こ れ か ら は 、 市 内 の 中 枢 を 占 必 


地域 の 生き 残り を か け 鋭 意 努 力 を 重ね て 




















地方 食 





E す 。 





須 で あり 、 農 業 農 村 整 備 事 
も に 、 平 成 28 年 度 当初 予 





以上 、 地 方 E 





農業 農村 整備 











事業 の 平成 27 年 度 予算 は 、 地 元 要 望 を 踏 
| 生 の スタ ー ト に も 立て な い 状 況 に あり ます 。 
ほ 項 に つい て 地方 の 実情 を 踏ま え 、 予 算 確 保 や や 支援 体制 の 充実 を 求め 、 











記 
標 達成 に 

















鼻 に つい て 、 


















































治 法 第 99 条 の 規 
































向け 、 生 産 基盤 整備 が 遅れ て いる 本 県 に お 
は 、 水田 の 大 区 画 化 や 施設 の 

















i > な 措置 を 講じ 


























E に より 、 意 見 書 を 提出 し 


0 








し 





放 
O 





間 管 理事 業 や 多面 的 機能 玉 


食料 自給 目標 を 調 
j す る な どの 方 針 を 打ち 出し まし た 。 
の フル 活用 、 多 面 的 機能 の 維持 1 
市 に お いて も 、 平 成 26 年 度 に 閉 












































E え た 県 予算 の 約 


長寿 命 化 が 必 


E し た 。 これ 












































こ お い て 追加 (補正 ) を 行う と と 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








ー 関 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 6 月 26 日 
【 提 
【 件 











a 














政府 は 第 189 
を 提出 し た 。 
型 際 平 和 支 援 法案 は 、 














可 通 


















































多国 籍 軍 な どの 戦争 を 
恒久 法 で あり 、 平 和 安 全 法制 整備 法案 は 集団 的 自 


等 改正 案 10 法案 を 一 括 し た も の で ある 。 














5 月 26 
































民 の 懸念 が 示さ れ た 。 

また 、6 月 4 日 衆議院 憲法 
識 を 示 し た 。 

関 市 議会 は 、 平成 26 年 6 月 
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政府 は 、 














の 武力 行 











日 か ら 国 会 で 安全 保障 関連 法案 審議 が 始 3 
査 で は 安倍 政権 の 姿勢 に 対し 、「 十 分 に 説明 し て いる と は 思わ な い 」 と の 回 答 が 81. 
法案 成立 後 、 自 衛 隊 が 戦争 に 巻き 込 





日 付 で 政府 に 対し 、「 憲 法 解釈 変更 に よっ て 集 
権 行使 を 容認 する こと を 行わ な いこ と を 求め る 意見 書 」 を 送付 し て いる 。 

長年 に わた っ て 「 憲 法 9 条 下 に お いて 諾 
を 防衛 する た め 必 要 最 小 限 の 範囲 に と ど ま 
密 と の 一 体 化 を 憲法 違反 と し て きた 。 今 回 





本 政策 を 転換 し 、 戦 争 放棄 し た 平和 国家 











認め る こと は で き な い 。 
































よっ て 、「 国 際 平 和 支 援 法 」 及 び 「 平 和 安 全 法 1 
め る も の で ある 。 
以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提 



































まれ る リス ク が 「 高 く な る 」 と の 


























E っ た が 、 共 同 通 信 社 に よる 全国 


[ 容 さ れ て いる 自衛 権 の 行使 は 、 わ が 国 
る べき 」 と し て 、 集 団 
の 2 法案 は 、 平 和憲 法 下 の わが 国 の 基 
日 本 の 在り 方 を 根本 か ら 変 える も の で あり 、 到 底 


出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 法務 大 臣 、 外 務 大 臣 、 防衛 大 臣 
名 】「 国 際 平 和 支 援 法 」 及 び 「 平 和 安 全 法 制 整 備 法 」 の 廃案 を 求め る 意見 書 





会 に 「 国 際 平 和 支 援 法案 」 と 「 平 和 安 全 法制 整備 法案 」 の 2 法案 





自衛 隊 が 随時 支援 で きる よう に する た め の 
衛 権 の 行使 を 可能 と する た め の 自 


衛 隊 法 

















世論 講 
496 、 
回 答 が 68.0% で 、 国 






































審査 会 に お いて 参考 人 3 人 の 憲法 学者 全員 が 「 違 憲 」 と の 誰 



































的 自 


衛 












































的 目 衛 権 の 行使 や 他国 軍 




















【 














骨 整 備 法 」 制定 を 廃案 と する こと を 強く 求 








出す る 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 





ー 関 市 





【 議 決 年 月 日 】 








1 日 8 時 間 、 
れ て いま す 。 
生体 リズ ム を 
et 
生 の た め に も 、 











ます 。 








安定 し た まとも な 雇用 環境 を 確立 する た め 


i 
ゼロ 法 の 導入 、 





週 40 時 間 以内 の 労働 で 、 健 月 
昨年 の 過労 死 等 防止 対策 推 




















Me 27 年 6 月 26 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議 
【 件 名 】 eA し 、 安 定 し た 雇用 環境 の 確立 を 求め る 意見 書 


ゃ 

















内 閣 総理 大 臣 、 厚 生 労 働 大 臣 


















































岩 災 か ら の 復興 を 進め る た め 






































1 労働 時 間 規 制 の 適用 除外 の 拡大 や 裁量 
2 正社員 ゼロ 、 生 涯 派遣 に つなが る 規制 緩和 は 行わ ず 、 労 信 

り 、 一 時 的 な 業務 へ の 限定 を 明記 する こと 。 
3 解 雇 の 金銭 解決 制度 な ど 、 解 記し や すい 仕組 み づ く り は 行わ ず 、 
















































































整理 解雇 の 4 要件 を 法 各 














以上 、 地 方 用 














化す る な ど 、 解 


治 法 第 99 条 の 規定 























に ゃ も 重要 で す 。 








生涯 派遣 で 働か され る 労働 者 派遣 法 の 強化 、 
解雇 の 金銭 解決 制度 の 導入 な ど 、 労 働 法制 の 規制 紛 














に 、 以 下 の 


山本 


上 


記 








【 
































雇 規 制 を 強化 する こと 。 








7? て 
さき 
ud 
に 
中 
Rk 
洋 
圧 
ご 
9 


で 文化 的 な 生活 が で きる 社会 の 実現 が 求め ら 
進 法 の 制定 に 続き 、 ブ ラッ ク 企 業 の 根絶 に 向け 、 
無視 し た 働き 方 、 働 か せ 方 や 不安 定 雇用 の 減 用 を 規 
が 求め られ て いま す 。 安 定 し た まとも な 雇用 環境 を 確立 する こと は 、 地 域 創 














過 し 、 社 会 の 劣化 を 防ぐ 














項 に つい て 要望 し ます 。 


労働 制 の 対象 拡大 、 手 続 緩和 は 行なわ な いこ と 。 
動 者 派遣 法 を 改正 し て 、 均 等 


組 








死 を 促進 する 残業 代 
和 を 進め よう と し て い 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








ー 関 市 





NT 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 、 
人 

【 件 名 】 農業 ・ 農 協 改 革 に 関す る 意見 書 

















政府 は 、2014 年 6 月 24 日 、 規 制 改革 会 議 答申 」 を 受け 、「 農 林 水 産業 ・ 地 域 の 活力 創 
造 プ ラン 」 を 改訂 し 、 農 業 所 得 の 増大 や 農業 の 成長 産業 化 の た め に 農協 ・ 農 業 委員 会 等 に 
関す る 改革 の 推進 を 提起 し て いま す 。 

いま 提起 され て いる 「 農 業 改革 」 は 、 農 業 生産 法人 要件 の 緩和 等 、 農 業 を 企業 に 開放 す 
る た め に 、 障 害 と な る 農業 委員 会 や 農協 を 解体 し よう と いう も の で す 。 

いのち の 源 で ある 食糧 生産 を 担う 農業 が 縮小 し 、 食 の 安全 ・ 安 定 供給 や 農業 の 持つ 多 直 
的 機能 を 失い 、 地 域 を 支え る 生業 や 雇用 を 奪う こと に な り ま す 。 

農業 委員 の 公選 制 を 廃止 し 、 地 域 農 業 振興 の 建議 機能 を 稚 う こと は 、 農 地 管理 や 農業 振 
興 に 対す る 農業 者 の 意見 表明 の 場 を 春 う こと に な り ま す 。 

また 、 農 協 の あり 方 に 政治 が 介入 する こと は 、 1I CA( 国 際 協 同 組合 同盟 ) も 批判 し て い 
る よう に 、 協 同 組合 原則 を 否定 する も の で あり ます 。 

政府 が 進め よう と し て いる 農協 中 央 会 の 新た な 組織 へ の 改編 、 連 合 会 の 株 式 会 社 化 、 単 
協 か ら 信 用 事業 を 奪う こと は 、 総 合 事業 を 通し て 地域 の イン フラ を 提供 し 、 地 域 経 済 を 支 
えて いる 農協 事業 の 役割 を 否定 する も の で 、 地 域 と 雇用 の 崩壊 を も た ら し ます 。 
私 連 は 、2014 年 を 「 国 際 家 族 農 業 年 」 と し 、 食 糧 危 機 の 解決 と 食糧 主権 確立 の た め の 持 
続 可 能 な 農業 の あり 方 と し て 、 家 族 農業 経営 の 普及 を 呼び か け ま し た 。 安 全 な 食料 の 安定 
供給 や 環境 保全 、 地 域 を 守る た め に も 、 家 族 農 業 経営 を 守り 育て 、 そ れ を 支え る 農協 や 農 
業 委員 会 の 機能 を 強化 する こと こそ 必要 で す 。 

よっ て 国 に お いて は 、 以 下 の 事 項 に つい て 対策 を 講じ る よう 強く 求め ます 。 













































































































































































































































































































































































記 


1 食料 自給 率 の 向上 を 目指 すこ と 。 

2 協同 組合 の 自主 性 を 守り 、 農 協 の 株 式 会 社 化 等 へ の 組織 改編 、 独 占 禁止 法 の 適用 除外 
等 を 含め 、 強 制 的 に 法律 で 押し 付け な いこ と 。 

3 政府 が 進め て いる 「 農 協 改 革 」 は 、 地 域 経 済 や イン フラ を 破壊 し 、 農 協 労 働 者 は じ め 
地域 の 雇用 を 奪う も の で あり 、 中 止 する こと 。 

4 農業 委員 の 公選 法 を 維持 し 、 農 業 委員 会 の 機能 を 充実 させ る こと 。 


































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 し ます 。 


Qr( 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








ー 関 市 





【 議 決 年 月 日 】 


【 


【 


と 


ンジ 


NM 26 日 


提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 外 務 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 、 


i 


件 名 】T PP 交渉 に 関す る 意見 書 


TTPP に つい て 安倍 首相 は 4 月末 の 























米 首脳 会 談 で 、 日 米 交 渉 に 「 大 き な 進 展 が あっ た 」 


























し て 、 日 米 が 早期 妥結 に 向け 指導 性 を 発揮 する こと を 発表 し まし た 。 し か し 、 そ の 内 容 
に つい て は 「 守 秘 契 約 」 が ある と 明らか に し て いま せん 。 4 月 に 行わ れ た 日 米 関 僚 協 議 に 
お いて 、 関 税率 ゼロ で 輸入 する ミニ マム アク セス 米 (77 万 トン ) と は 別枠 で 、 年 間 5 万 ト 





米 の 輸入 を 誰 IN 



































た と 報じ られ て いま す 。 また 、 和 牛肉 の 関税 








は 現行 の 38.59% を 109%% ま で 引 





き 下 げ 、 豚 肉 の 差額 関税 制度 は 撤廃 し 1 キロ 当たり 482 円 相当 の 関税 を 50 円 まで 引き 下げ 
る と も 報じ られ て いま す 。 こ の よう な 、 米 輸入 特別 枠 の 設置 や 牛肉 ・ 豚 肉 の 関税 引き 下げ 
ど 、 日 本 が 大 幅 な 譲歩 案 を 提示 し た な ら 「 農 産品 重要 5 品目 」 を 「 聖 城 」 と し た 国会 決 
に 反し ます 。 し か も 米国 が TP 了 P 情 報 の 閲覧 緩和 方 針 を 打ち 出し て いる に も か か わら ず 、 
本 政府 は 情報 の 公開 を いま だ 拒否 し て いる こと は 遺 翌 で あり ます 。 

よっ て 、T PP 交渉 に つい て 次 の と お り 取 り 組 まれ る よう 強く 求め ます 。 


な 
議 
日 





1 
2 


































































































記 


TTPP 交渉 の 内 容 を 国民 に 開示 する こと 。 























農産 品 重要 5 品目 の 関税 撤廃 の 除外 を 明記 し た 国会 決議 を 遵守 で き な い 場合 は 、TP 
P 交 渉 か ら 撤 退 す る こと 。 





以上 、 地 方 E 









































治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 し 





Qar( 
TT 
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意見 書 の 内 容 











[i 


【 提 出 先 】 


【 件 





時 








陸前 高 





市 議会 は 、 コモ 


衆議院 完 議 長 


防衛 大 臣 











的 な 合意 と 慎 』 









































て いる 。 
この こと は 、 


大 きく 転換 する も の で あり 、 国 











ーー 
ュー 


歴代 政権 が 、 


E 成 2 6 年 9 月 
ほな 対応 を 求め る 意見 書 」 を 

し か し 、 政府 は 、 武力 攻撃 事 
び 他 国軍 隊 等 へ の 協力 支援 活動 


議決 年 月 日 】 平成 27 年 7 月 1 日 
長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総 理大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 外 務 大 臣 、 


名 】 安 保 関 連 法 案 の 廃 案 を 求め る 意見 書 
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議会 に お いて 、 


「 集 
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け 


CT 


的 








採択 し 、 関 係 機関 


に 意 








自衛 権 の 行使 
書 を 提 














態 法 や PKO 法 な どの 改正 
等 に 関す る 力 
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で 憲法 第 9 条 の 下 で は 




















民 へ の 丁寧 な 説明 が な い 


の 姿勢 は 、 と う て い 容認 で きる も の で は な い 。 





また 、 


上 記 の 法案 に つい て は 、 各 種 


不 十分 で ある と し て お り 、 衆 議院 


の 行使 を 容認 する 解釈 は 憲法 和 違 
以上 の こと か ら 、 政府 に は 、 国 民 に 
重 民 的 な 合意 を 得る 必 
て 、 廃 案 と する こと を 求め る も の で ある 。 




















まえ た 


























以上 、 地 方 用 




















治 法 第 9 9 条 の 規定 に 











論調 査 に 





副 法 審 








より 、 
査 会 に お いて も 、 

















反 で ある と の 指摘 






































国会 ! 





を 行 
F 和 支援 潮 案 を 今 攻 








EN 


う 平 和 安 全 法 
に 提 H 





へ 
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に つい て 国民 


出 し 光 。 





制 整備 法案 及 





日 し 、 審議 を し 














に 





国 








こ 提出 し た 安保 関連 


見 書 を 提出 し ます 。 


許さ れ な いと し て きた こと を 、 
改正 を 強行 し よう と する 政 


民 の 多く は 政府 の 説明 が 
憲法 学者 全員 か ら 集 団 的 
が な され て いる と ころ で ある 。 

対す る 十分 な 説明 を 求め る と と も に 
要 が ある こと か ら 、 今 








自衛 権 











E 義 を 賠 


法案 に つい 


立憲 主 
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意見 書 の 内 容 





ヽ と に 











【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 7 月 1 日 
出 先 】 衆議院 完 議 長 
名 】 農業 改革 に 関す る 意見 書 


【 提 
【 件 


政府 は 、 平 
プラ ン 」 を 改 
この 「 農 
生産 法人 要件 の 緩和 等 、 





坊 


お り 、 そ の 昌 
員 や 地域 
て 取り 組 





農業 振興 に 対す 
よっ て 国 に 
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は 、 農 業 4 





ヽ 参議 院 ま 


| の 「 規 笛 








議長 、 内 閣 総 理大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 

















| 改革 会 議 答申 」 を 受け 、「 農 林 水 産業 ・ 地 域 の 活力 創 



































E 産 法人 に よる 農地 の 集積 





訂 し 、 農 業 協同 組合 ・ 農 業 委 員 会 等 に 関す る 改革 の 推進 を 提起 し て いる 。 
・ 集 約 化 、 新 規 参入 の 促進 、 農 
農業 協同 組合 や 農業 委員 会 を 解体 し よう と いう も の で ある 。 
本 市 は 、 集落 法人 の 設立 や 新規 就農 者 の 育成 、 地域 農産 物 の ブラ ンド 化 等 





























こ 取 












































ん で いる こと 、 ま た 、 
の ある 当地 域 の 実情 を 鑑み る と 、 
選 制 を 廃 」 








また 、 農 














農政 改革 | 














る 農業 者 の 意見 
お いて は 、 以 下 の 事 # 








で 農業 協同 組合 は 、 信 用 ・ 共 済 事業 を は じ め 、 総 合 的 な 活動 を 通じ 
ド 民 の 暮らし に 密接 に 関わ っ て いる 。 震 災 か ら の 農業 再生 及び 振興 に a 
高齢 化 や 担い 手 不足 が 深刻 で あり 、 農 業 の 大 規模 化 に 限 
この 改革 の 内 容 は 許容 で きる も の で は な い 。 





















































上 し 、 地 域 農 業 振興 の 建議 機能 を 奪う こと は 、 農 地 管 
ほ 明 の 場 を 奪う こと に な る 。 








員 に つい て 対策 を 講じ る よう 強く 求め る 。 
記 








こ あ た っ て は 、 農業 協同 組合 、 農 業 委員 会 等 の 関係 団体 が 果たす 役 害 
えつ つ 、 地 域 の 実情 な ど に も 十分 配慮 し た うえ で 、 慎重 に 議論 を 尽く し 、 oo 
よる 強制 ( 
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2 農業 委員 会 の 機能 を 充実 させ る こと 。 
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以上 、 地 方 用 








改革 の 推進 
と の な いよ う 、 十 分 


は 、 東 


















































治 法 第 9 9 条 の 規 


日 本 フ | 震 災 か ゝ ら の 有 
に 配慮 する こと 。 





























定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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"A 


中 興和 途上 の 被災 地 の 活 力 を 低下 させ る こ 




































































































































































市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
釜 石 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 6 月 26 日 
【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 、 
内 閣 官房 長官 、 内 閣府 特命 担当 大 臣 (経済 財政 政策 ) 、 復 興 大 臣 
【 件 名 】 集 中 復興 期間 終了 後 の 来年 度 以降 も 国 の 財政 支援 を 求め る 意見 書 
東日本 大 震 災 か ら 、4 年 の 歳 月 が 経過 いた し まし た 。 この 間 、 被災 地 に お いて は 、 住民 ・ 
行政 ・ 議 会 が 一 体 と な り 、 英 知 を 絞り 全力 を 挙げ て 復旧 ・ 復 興 へ の 取り 組み を 進め て お り 
ます 。 
し か し な が ら 、 被 災 地 に お いて は 、 生 活 再建 の 目途 が 立た ぬ ま ま 、 い まだ に 仮設 住宅 等 
に 暮らす 被災 者 も 多く お り 、 先 の 見 えな い 暗 湾 と し た 日 々 を 送っ て お り ま す 。 ま た 一 方 で 
は 、 土 地区 画 整 理事 業 や 防災 集団 移転 促進 事業 な ど 、 新 た な まち づく り に 向け た 復興 事業 
の 遅れ も 、 深 刻 な 状況 と な っ て お り ま す 。 
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ュー 





この よう な 中 、 国 に お いて は 、 今 有 





度 を 5 年 間 の 集中 復興 期間 の 最 











降 は 被災 し た 地元 自治 体 に も 


























この こと は 、 我 々 被災 自治 体 に と っ て 、 
させ る も の で あり 、 和 被災 者 を 初め 従 災 地 全体 に 大 




















す 。 
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1 . 


























つい て は 、 被 災 し た 方 々 が 1 日 も 








〒F いい 

















ヨ 力 ] 
































る よう 、 下 記事 項 の 実現 を 強く 求め ます 。 





























私 は 、 平 成 27 年 度 まで の 集 
お いて も 、 
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じ る こと 

















以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 ( 




















こよ り 意 見 書 を 提 昌 














+ 建 を 果たし 、 


負担 を 求め る も の と 表明 され た と ころ で あり 
これ まで 着実 に 進め て きた 復興 事業 の 進捗 を 鈍 イ 
き な 不 安 を 募ら せる こと と な っ て お り ま 





終 年 と し て 、 来 年 度 











岩 災 か ら の 復興 が 成 し 遂 


復興 期間 終了 後 の 平成 28 年 度 以降 の 復興 ・ 創 
震 災 か ら の 復興 を 遅滞 させ る こと の な いよ う 、 被 災 自 治 体 に 負担 を 求め る こ 
と は 極力 放 け 、 幅 広い 財政 支援 策 を 講 
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だ すず 。 そし て 
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生 期 間 に 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








釜 石 市 【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 6 月 26 日 
【 提 出 先 】 岩 手 県 知事 
【 件 名 】 ラグビー ワー ルド カッ プ 2019 の 開催 に 関わ り 財政 支援 等 を 求め る 意見 書 








本 年 3 月 に ラグ ビー ワー ルド カッ プ 2019 の 開催 都市 に 選定 され 、 岩 手 県 が 当 市 と と も に 
共同 開催 し て いた だ く こ と に 、 深 く 感 謝 を いた し ます 。 

当 市 に お いて も 、 こ の こと が ラグ ビー 関係 者 を 初め と する 大 勢 の 市 民 が 、 震 災 か ら の 復 
四 の 新た な 光 の 第 一 歩 と 感じ 、 こ の 盛り 上 が り を 大 い に 豆 ん で お り ま す 。 

し か し な が ら 、 本 大 会 の 開催 に 向け た 取り 組み に お いて は 、 多 額 の 財源 と 多く の 人 材 が 
必要 と な る こと が 予想 され ます 。 

また 、 当 市 に お いて は 、 東 日 本 大 震 災 か ら の 復興 や まち づく り に 多額 の 財 
て お り 、 財 政 の 遇 迫 が 憂慮 され ます 。 

つい て は 、 ラグ ビー ワー ルド カッ アプ 2019 の 釜石 開催 が 、 盛会 に 行わ れる よう 、 下 記事 項 
の 実現 を 強く 求め ます 。 
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Ei 









































さき マシ 


県 を 必要 と し 









































記 











1. ラグ ビー ワー ルド カッ プ 2019 の 釜石 開催 に あたり 、 施設 整備 や 運営 経費 、 必 要 な マン 
パワ ー に お いて 、 応 人 能 負 担 を 基本 と し た 適正 な 財政 支援 と 人 的 支援 を お 願い する 

2. ラグ ビー ワー ルド カッ プ 2019 の 多 右 開催 が 終了 し た 後に お いて も 、 施設 の 維持 管理 経 
費 等 に つい て 、 県 管理 も 視野 に 入れ た 継続 的 な 財政 支援 を お 願い する 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








釜石 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 6 月 26 日 
【 提 出 先 】 和 釜石 市 長 
【 件 名 】 将 来 に わた り 市 の 健全 な 財政 運営 を 求め る 意見 書 














東日本 大 震 災 か ら 、4 年 の 歳 月 が 経過 いた し まし た 。 この間 、 被災 地 に お いて は 、 住民 ・ 
行政 ・ 議 会 が 一 体 と な り 、 英 知 を 絞り 全力 を 挙げ て 復旧 ・ 復 興 へ の 取り 組み を 進め て お り 
ます 。 
し か し な が ら 、 和 被災 各地 に お いて は 、 生 活 再 建 の 目途 が 立た ぬ ま ま 、 い まだ に 仮設 住宅 
等 に 暮らす 被災 者 も 多く お り 、 先 の 見 えな い 暗 湾 と し た 日 々 を 送っ て お り ま す 。 ま た 一 方 
で は 、 土 地区 画 整 理事 業 や 防災 集団 移転 促進 事業 な ど 、 新 た な まち づく り に 向け た 復興 
業 の 遅れ も 、 深 刻 な 状況 と な っ て お り ま す 。 

この よう な 中 、 今 後 開催 が 予定 され る ラグ ビー ワー ルド カッ プ 2019 に 関係 する 事業 や 、 
市 民 ホ ー ル を 初め と する 大 型 の 公共 施設 の 整備 事業 は せ 、 こ れ ま で の 市 の 身の丈 を は る か に 
超え る 膨大 な 資金 を 必要 と し 、 さ ら に は 、 完 成 し た 後 の 維持 管 理 経費 も 、 今 後継 続 的 に 市 
民 の 財政 負担 と な っ て 重く の し か か っ て くる こと が 懸念 され ます 。 ま た 、 こ の こと は 、 和 釜 
石 市 の 未来 を 背負 う 若 者 達 へ の 後 年 度 負 担 に な る と 考え られ ます 。 

つい て は 、 未 来 の 釜石 市 に 暮らす 住民 に と っ て 、 明 る い 展 望 が 見 い だ せ る よう 、 下 記事 
項 の 実現 を 強く 求め ます 。 
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記 


1 . 過去 の 苦い 経験 を 踏ま え 、 市 が 財政 破綻 の 危機 を 招く こと の 無い よう 、 事 業 の 実施 に 
当たっ て は 、 選 択 と 集中 を より 一 層 徹 底 し 、 自 主 性 ・ 自 律 性 の 高い 行 財政 基盤 の 確立 に 
努め る こと 










































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








釜 石 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 6 月 26 日 
【 提 出 先 】 岩 手 県 知事 
【 件 名 】 鳥獣 保護 区 の 一 部 解除 を 求め る 意見 書 











釜石 鳥獣 保護 区 内 に お いて は 、 野 生 鳥 鹸 に よる 被害 が 年 々 拡大 し て お り 、 特 に も ニホン 
ジ カ に よる 被害 は 、 農 林業 に と ど ま る こと な く 、 生 活 へ の 被害 の 増加 や 自動 車 と の 接触 に 
よる 事 逆 な ど 上 顔 繁 に 発生 し て お り ま す 。 
特に 今年 は 、 例 年 と 比較 し て 住宅 の 庭先 に まで 入り 込む こと に より 、 野 菜 、 草 花 の 被害 
が 発生 し 、 地 域 住 民 に と っ て 深刻 な 状況 で す 。 

この こと か ら 、 農 林業 へ の 被害 の 増大 よ は も と より 、 市 民 の 生活 環境 の 悪化 な ど が 懸念 さ 
れ 、 地 域 社会 に 及ぼ す 影 響 が 愛 慮 され る と ころ で あり ます 。 

よっ て 、 地 域 の 実情 を 深く 認識 され 、 鳥 獣 保護 区 の 一 部 解除 に よる 区 域 の 縮小 に つい て 
強く 求め ます 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し 
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意見 書 の 内 容 











【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 6 月 15 日 


【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 外 務 大 臣 、 


防衛 大 臣 


【 件 名 】「 戦 争 法 」 制 定 に 反対 する 意見 書 





政府 は 第 1 8 9 回 通常 国会 に 、「 国 
案 を 提出 し た 。 国 際 平 和 支 援 法案 は 、 









































際 平 和 支 援 法案 」 と 「 平 和 安 全 法制 整備 法案 」 の 2 法 
他国 籍 軍 等 の 戦争 を 自衛 隊 が 随時 支援 で きる よう に 


本 




































































する た め の 恒 久 法 で あり 、 平 和 安 全 法制 整備 法案 は 集団 的 自衛 権 の 行使 を 可能 と する た め 
の 自衛 隊 法 改正 案 な ど 1 0 法案 を 一 括 し た も の で ある 。 



























































いずれ も 自衛 隊 の 武力 行使 の 条件 を 整備 し 、 こ れ ま で 自国 防衛 以外 の 目的 に 行使 で き な 


























か っ た 自衛 隊 の 力 を 、 米 国 等 の 求め ( 












































こ 応じ て 自由 に 行使 で きる よう に する も の で ある 。 戦 























争 を 放棄 し 、 戦 力 の 不 保持 を 定め た 憲法 に 反する こと は 明らか で あり 、 戦 争 を 準備 する た 











め の 「 戦 争 法案 」 と 言う べき も の だ 。 





政府 は 長年 に わた っ て 「 憲 法 第 9 条 下 に お いて 許容 され て いる 自衛 権 の 行使 は 、 我 が 国 
を 防衛 する た め 必 要 最 小 限度 の 範囲 に と ど ま る べき 」 と し て 、 集 団 的 自衛 権 の 行使 や 他国 

























































































軍 の 武力 行使 と の 一 体 化 を 憲法 違反 と し て きた 。 今回 の 2 法案 は 、 平 和憲 法 下 の 我が国 の 








基本 政策 を 転換 し 、 戦 争 を 放棄 し た 平和 国家 日 本 の あり 方 を 根本 か ら 変 える も の で あり 、 























と う て い 認め る こと は で き な い 。 




















よっ て 本 議会 は 、 集 団 的 自衛 権 の 行使 を 容認 する 開 議 決定 を 速やか に 撤回 し 、 2 法案 の 














和 


一 














定 を 断念 する こと を 強く 求め る も の で ある 。 




















以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 する 。 




















31 








意見 書 の 内 容 











【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 6 月 15 日 


【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 


【 件 名 】 労働 者 派遣 法 改正 案 、 労 働 基準 法 改正 案 の 撤回 を 求め る 意見 書 





中 








政府 は 成長 戦略 の 名 の も と 、 労 働 者 保護 ルー ル の 改悪 を 打ち 出し て いま す 。 派 遺 労 働 の 
大 幅 な 拡大 、 労 働 時 間 や 解雇 の 規制 緩和 、 職 業 紹介 事業 の 民間 解放 な ど 、 ど れ も 労 働 者 の 






































生活 を 脅かす 内 容 で す 。 








労働 者 派遣 法 改正 案 は 、「 了 臨時 的 ・ 一 時 的 な 業務 に 限定 」 し 「 常 用 
ら な い 」 と いう 派遣 労働 の 大 原則 を 取り 払い 、「 派 遣 期間 上 限 3 年 」 を 外し て 


















































1 の 代替 を し て は な 























「 無 期限 」 に 

















派遣 労働 者 を 使い 続け られ る よう に する も の で す 。 増え 続け る 派遣 労働 者 の 正社員 へ の 道 


を 閉ざさ し 、 不 安定 雇用 の まま “生涯 ハケ ン ” を 押し つけ る こと に な りか ね ま + 

労働 基準 法 改正 案 の 一 番 の 間 題 点 は 、 労 働 時 間 、 休 日 、 深 夜 の 理 
除外 と する 「 高 度 プ ロフ ェ ッ ショ ナル 制度 」 (特定 高度 専門 業務 ・ 成 果 型 労作 
す 。 労働 時 間 制 度 は 、 労 働 者 を 守る 最低 限 の ルー ル で あり 、 す で に 、 労 6 
量 で 管理 で きる 立場 に ある 上 級 管理 職 や 研究 者 に つい て は 裁量 労働 4 
す 。 長 時 間 過 徐 労 働 が 斉 延 し 、 過労 死 ・ 過 労 自殺 が 後 を 絶た な い 現 状 に お 
れ ら を 助長 し か ね な い 労 働 時 間 規 制 を 適用 除外 する 新制 度 や 裁量 労働 




























































































と が で きま せん 。 
































労働 者 派遣 法 改正 案 は 国会 で 二 度 も 廃 案 に な り ま し た 。 ま た 、 今 回 の 労 人 











は せん 。 





当 賃 金 の 規定 等 を 適用 











中 


』 制 ) の 創設 で 




















動 時 間 を 自分 の 裁 
* 導 入 さ れ て いま 
\ て 、 さ ら に 、 こ 
前 の 拡大 は 認め る こ 








時 間 規 制 を 適 








用 除外 する 新制 度 は 、「 残 業 代 ゼ ロ 法案 」「 過 労 死 促進 法案 」 と の 批判 に さら され 、 法 案 提 





























出 お でき な か っ た 「 ホ ワイ トカ ラー・ エ グ ゼ ンプ ショ ン 」 と 同じ も の で す 。 








よっ て 、 政 府 に 対し 、 次 の 事項 に つい て 誠実 に 対応 され る よう 強く 要望 し 、 地 方 自治 法 

















第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 








記 





1 労働 者 派遣 法 履正 案 を 撤回 する こと 。 欧州 連 合 (EU) 型 の 均等 待遇 原 貞 



































派遣 労働 者 と 正規 労働 者 の 間 の 均等 待遇 の 確保 を 推進 する こと 。 




















2 労働 基準 法 改 正 案 を 撤回 する こと 。 労働 時 間 (時 間 外 労働 ) の 上 限 : 






































則 や 勤務 間 イ ン 





ター バル 規制 (2 4 時 間 に つ き 最 低 連続 1 1 時 間 の 休息 期 間 を 確保 する 規制 ) 等 を 導入 








し て 、 長 時 間 労 働 を 抑制 し 不払い 残業 を 根絶 する こと 。 
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意見 書 の 内 容 











eR 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 内 閣 総 理大 臣 


【 件 Ne と を 求め る 意見 書 















































東日本 大 震 災 の 復興 に あたる 復興 庁 が 2 0 1 5 年 度 で 5 年 間 の 「 集 中 復興 期間 」 が 終わ 

















る 條 額 国庫 の 復興 事業 に つい て 、 地 元 負担 の 導入 や 一 般 公 共 事 業 へ の 移行 、 一 部 は 打ち 切 
































体 と 住民 に 衝撃 が 広がっ て いま 

















り の 方 針 を 打ち 出し た こと に 被災 県 で ある 岩手 県 の 自治 


す 。 








大 き な 被 害 を 受け た 被災 地 の 復 興 は 道 半 ば で 、 多 く の も 

















災 者 は いま だ に 元 の 暮らし を 取 








り 戻せ て いま せん 。 被災 か ら 4 年 以上 た っ た 今 も 2 0 万 人 を 超す 人 びと が 避難 生活 を 送っ 
て いる 東日本 大 震 災 の 復興 が 自治 体 や 住民 まかせ で 進ま な いこ と は 明らか で す 。 


























被災 地 の 自 治 体 は 元々 財政 力 が 弱く 、 和 被災 に より 人 






















































































の 流出 や 産業 の 衰退 が 続い て いる 








中 、 一 部 と は いえ 自治 体 負担 の 導入 は 復興 事業 その も の の 存続 に 関わ りか ね ませ ん 。 と り 


わけ 、 東 京 電力 福島 第 一 原発 事故 で いま だ に 立ち 入り が 制限 され る 地域 が 残り 、 1 0 万 人 
を 超す 人 た ちの 避難 生活 が 続く 福島 県 で は 本 格 的 な 復興 は まさ に これ か ら で す 。「 集 中 復興 
期間 」 の 終了 で な く 、 延 期 ・ 充 実 こ そ が 求め られ て いま す 。 























































































































と いう の が 原則 で す 。 























弄 際 的 に も 従 災 者 を 保護 し 、 援 助 を 与え る 「 第 一 義 的 な 義務 と 責任 は 国家 当局 に ある 」 
































よっ て 国 は 1 0 0 0 年 に 1 度 の 大 災害 の 被災 地 の 自 治 体 と 被災 者 の 声 に 耳 を 傾け 、 地 元 

















負担 の 導入 や 打ち 切り で な く 、 最 後 ま で 国 が 責任 を も ち 、 
う 強 く 求 め ま す 。 























全額 国庫 で 復興 事業 を 進め る よ 














上 記 の と お り 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 























を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








葛巻 町 


【 議 決 年 月 日 】 
出先 】 衆 議 
時 

名 】 地 方 自治 


i 


長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 厚 生 労 働 大 臣 、 財 務 大 臣 、 


体 の 医療 費 助成 制度 に お ける 現物 給付 導入 に 係る 国庫 負担 金 削減 


の 撤廃 を 求め る 意見 書 























、 医 療 機関 窓 ロ 




















NO きま すま 。 

















医療 機関 


自治 体 が 行っ て いる 医療 費 助成 制度 
に お いて 負担 上 限 額 ま で の 支払 いで 済む 方 法 で す 。 
患者 に と っ て 現物 給付 の メリ ッ ト は 、 人 負担 上 限 額 分 の 
上 の 支払 い が 不 要 で ある た め 安 心して 受診 で き 、 傷 病 の 早期 発見 ・ 早 期 治療 に つなげ る こ 
一 方 の 給付 方 法 で ある 償還 払い の 際 に 必要 と な る 医療 費 助 成 給付 申 
書 の 手続 き が 不要 で す 。 市 町 村 に と っ て は 、 償 還 払 い に 係る 事務 作業 や 振込 手数 料 が 不 
に と っ て は 、 医 療 費 助成 給付 申請 書 の 確認 
貼付 が 不要 で す 。 











に つい て 、 そ の 給付 方 法 の ひと つ で ある 現物 給 









































医療 費 を 用 意 し て お け ば 、 そ れ 以 



















































































過 








診療 報酬 明細 書 (レビ セプト) 

















し 、 現 物 給付 を 導入 すれ ば 、 ベ ナル ティ と し て 国民 健康 保険 に 係る 国 か ら の 国庫 負 
































金 が 削減 され て し まい ます 。 な ぜ 国 は 、 住 民 の 健康 の た め 
に 対し て ベ ペナルティ を 科す の で し ょ うか 。 そ も そ も 国 民 の 健康 を 守る こと は 、 日 本 国 
境 法 25 条 で 規定 され る よう に 国 の 責務 で は な いで し ょ うか 。 
、 以上 の 長 か ら 、 国 に お か れ まし て は 、 住 民 の 健康 増進 及び 任 の 時 
































還 は 、 地 方 自治 体 の 


























ロ 
上 





以上 、 地 方 E 





民 健 康 保険 に 係る 
























































に 患者 負担 を 軽減 し て いる EE 














































































































Pn 


発見 ・ 早 期 治療 に 









































症 化 防 止 の た め 、 湊 の 項目 に つい て 早期 に 実現 され る よう 求め ます 。 


























記 





医療 費 助成 制度 で 現物 給付 を 導入 し て いる 自治 体 に 対す る 

























































































治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 し 


民 庫 負担 金 の 削減 を や め て くだ さい 





Qc 
7T 
o 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








葛巻 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 7 月 7 日 


【 提 
【 件 


県 は 


より 現物 給付 を 導入 する 方 針 で す が 、 そ の 他 の 助成 制度 対象 者 は 償 居 払い の まま で す 。 
医療 機関 を 受診 
周 え た 分 が 後 
に お いて 負担 上 限 額 まで の 支払 
給付 を 導入 し て い 3 
患者 に と っ て 現物 給付 の メリ ッ ト は 、 負 担 」 
上 の 支払 い が 不 要 な こと で す 。 そ の た め 安 心して 
つなげ 
き が 不要 で す 。 市 町 村 に と っ て は 、 償 還 に 係る 
療 費 助成 給付 申 


賞 選 払い は 、 


上 限 額 を 』 

















関 に と 


出 先 】 岩 手 県 知事 、 副 知事 、 保 健 福祉 部 長 、 


総務 部 長 


名 】 岩手 県 の 医療 費 助 成 制度 に つい て 現物 給付 の 導入 を 求め る 意見 書 





医療 費 助 成 制度 の 給付 方 法 に つい て 、 就 学 前 児童 及び 妊産婦 に つい て は 2016 年 8 月 


























る こと が で き 3 


し 
日 払い 戻さ 











ます 。 














っ て は 、 族 





要 で す 。 


以上 の 点 か ら 、 























よる 

















以上 


. 県 は 


\ 地方 = 

















E す 。 ま た 、 

















た 際 に 窓口 で いっ た ん 法定 の 一 部 負担 金 


Lz. 




















れ ま す 。 一 方 の 給付 方 法 で ある 現物 給付 は 、 















































いで 済み 、 東 北 で は 秋 





県 や 山形 県 は 全て 























支払 9 


ど テ 


= 


























医療 機 
の 制度 で 








上 限 額 分 の 医療 費 を 用 意 し て お け ば 、 そ れ 以 


日 
関 窓 
現物 

















みき 
依 




















で き 、 傷 病 の 








早期 発見 ・ 

















早期 治 




















償還 を 受け る た め に 必要 な 医療 費 助成 給 人 
事務 作業 や 振込 手数 料 が 不要 






































請書 の 確認 と 診療 報酬 明細 








県 に お か れ ま し て は 、 県 民 の 健康 増進 及び 傷病 の 
重症 化 防止 の た め 、 次 の 項 
































医療 費 助成 制度 の 給付 方 




















治 法 第 99 条 の 規定 に 











療 に 











i 請書 の 
で す 。 
貼 


医 
J 








手続 
療 機 
が 不 


















































白 














に つい て 早期 に 実現 され る よう 求め ま 








記 


法 に つい て 全て 現物 給付 と し て くだ さい 








し ます 。 


早期 発見 ・ 











早期 治 








療 に 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








西 和 賀 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 6 月 26 日 

【 提 出 先 】 内 閣 総理 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 

【 件 名 】30 人 以下 学級 実現 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 堅持 及び 拡充 、 教 育 予算 拡 
充 を 求め る 意見 書 

















平成 2 3 年度 に 義務 標準 法 が 改正 され 、 小 学校 1 年 生 の 基礎 定数 化 が は か られ ま し た 。 
これ は 、 約 3 0 年 ぶり の 学級 編制 標準 の 引き 下げ で あり 、 少 人 数 学級 の 推進 に 向け よう や 
く ス ダー ト を 切る こと が で きま し た 。 

今回 改正 され た 義務 教育 標準 法 の 条文 の 附則 に は 、 小 学校 の 2 年 生か ら 中 学校 3 年 生ま 
で の 学級 編制 標準 を 順次 改定 する こと に つい て 検討 を 行い 、 法 制 上 を 含め た 措置 を 講ず る 
こと と 、 措置 を 講ず る 際 の 必要 な 安定 し た 財源 の 確保 に 努め る こと も 明記 され まし た 。 今 
後 、 3 5 人 以下 学級 の 着実 な 実行 が 重要 で す 。 
日 本 は 、OE CD 諸国 に 比べ て 、1 学級 当たり の 児童 生徒 数 や 教員 1 人 当たり の 児童 生 
徒 数 が 多く な っ て いま す 。 一 人 ひと り の 子ども に 丁寧 な 対応 を 行う た め に は 、1 学級 の 規 
a oe 
子ども た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 、 均 等 に 一 定 水 準 の 教育 を 受け られ る こと が 憲法 
PC の PE 
2 IM 
革 に より 、 義 務 教 育 費 国 庫 負担 制度 の 国 負担 割合 は 2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 引き 下げ ら 
れ 、 自 治 体 財政 を 圧迫 し て いま す 。 

将来 を 担い 、 社会 の 基盤 づく り に つなが る 子ども た ち へ の 教育 は 極め て 重要 で す 。 未来 
へ の 先行 投資 と し て 、 子ども や 若者 の 学び を 切れ 目 な く 支 援 し 、 雇用 ・ 就 業 の 拡大 に つ な 
げ る 必要 が あり ます 。 こ うし た 観点 か ら 、 平成 2 8 年 度 政府 の 予算 編成 に お いて 下記 事項 
の 実現 を 強く 求め ます 。 






























































































































































































































































































































































































































































記 








1 . 少 人 数 学級 を 推進 する こと 。 具体 的 学級 規模 は 、OE CD 諸国 並み の ゆたか な 教育 環 
境 を 整備 する た め 、 3 0 人 以下 学級 と する こと 。 

2. 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 堅持 と と 
も に 国 負担 割合 を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 

3. 学校 施設 整備 費 、 就 学 援助 ・ 奨 学 金 、 学 校 ・ 通 学 路 の 安全 対策 な ど 、 教 育 予算 の 充実 
の た め 、 地 方 交付 税 を 含む 国 の 予算 を 拡充 する こと 。 






























































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








西 和賀 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 6 月 26 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 、 
内 閣府 特命 担当 大 臣 (規制 改革 ) 

【 件 名 】 農協 改革 を は じ め と し た 「 農 業 改 革 」 に 関す る 意見 書 





政府 は 、 今 通常 国会 に 農業 改革 に 関す る 法案 を 提出 し まし た 。 

平成 2 6 年 6 月 の 「 規 制 改革 会 議 」 の 答申 を 受け て 進め られ て いる 「 農 業 改 革 」 の 名 に 
よる 農協 ・ 農 業 委員 会 な どの 改革 は 、 地 域 農 業 や 農協 の あり 方 に と ど ま ら ず 、 国 民 の 食料 
や 地域 の 将来 、 そ し て 協同 組合 その も の の あり 方 に 関わ る 重大 な 問題 で も やり ます 。 

この 規制 改革 は 、 安倍 首相 の 「 日 本 を 世界 で 一 番 企業 が 活躍 し や すい 国 に する 」 と いう 
成長 戦略 の 一 環 と し て 、 これ まで 競争 原 埋 が な じ ま な いと され て きた 医療 ・ 健 康 分 野 と 並 
び 、 農 業 を も 企業 の 自由 競争 の 場 に 開放 する 政策 の 一 環 と し て 進め られ て いる も の で あ 

り 、 そ の 障害 と な る 農地 法 、 農 協 及 び 農 業 委員 会 を 「 岩 盤 規制 」 と 称し て 、 事 実 上 の 解体 
を めざす も の と な っ て いま す 。 

この 規制 改革 が 進め られ る こと に より 、 家族 農業 経営 が 追い 出さ れ 、 地域 農業 と 地域 の 
暮らし 、 そ し て 協同 組合 が 破壊 され る こと と な り 、1I CA (国際 協同 組合 同盟 ) も 、 協 同 
組合 原則 を 侵害 する も の と し て 上 茂 し く 批判 し て いま す 。 

私 た ち は 、 安全 な 食料 を 安定 的 に 生産 する 日 本 の 農業 を 守り 、 食料 自給 率 を 向上 させ る 
政策 、 そ し て 地域 農業 と 家族 的 農業 経営 、 地 域 の くら し を 支え る 農協 を 発展 させ て こそ 、 
地域 経済 を 活性 化 さ せる 道 だ と 考え ます 。 

以上 の こと を ふま え 、 下 記事 項 に つい て 、 地 方 自治 
を 提出 し ます 。 
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1 . 農業 改革 に あたっ て は 、 国 連 も 推奨 し て いる 家族 農業 経営 を 育て る こと を 則 と し 、 食 
料 自給 率 の 向上 を 目指 す も の と する こと 。 また 、 一 般 企 業 の 農地 取得 に 道 を 開く 農地 法 
改正 や 農業 委員 の 公選 制 等 の 廃止 を や め る こと 。 

2. 協同 組合 で ある 農協 の あり 方 は 、 農協 自身 に よる 改革 を 尊重 し 、 法 的 な 措置 に よる 強 
制 は 止め る こと 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








西 和 賀 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 6 月 26 日 

【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 復 興 大臣 

【 件 名 】「 被 災 児 童 生徒 就学 支援 等 事業 交付 金 」 継 続 に 向け た 国 へ の 働き か け を 
求め る 意見 書 
































日 本 大 震 災 か ら 4 年 が 経過 し まし た 。 東 日 本 大 震 災 で 被災 を し 、 経済 的 理由 に より 就 
が 困難 な 子ども を 対象 に 、 国 に よる 就学 支援 等 が 行わ れ て いま す 。 
具体 的 に は 、 幼稚園 、 小 ・ 中 学校 、 高 等 学校 、 特 別 支 援 学 級 ・ 学 校 、 私 立 学校 、 専 修学 
校 ・ 各 種 学校 に 対し て 自治 体 が 実施 し て いる 既存 の 就学 支援 事業 等 に お いて 、 震 災 に より 、 
対象 者 増 や 単 価 増 が 見 込ま れる た め 、 自 治 体 の 新た な 負担 を 全額 国費 で 国 が 負担 ・ 支 援 す 
る も の で す 。 平成 2 3 年 度 の 国 の 補正 予算 に お いて 、 平成 2 6 年 度 ま で 必要 な 支援 が で き 
る よう 「 被 災 児 童 生 徒 就学 支援 等 臨時 特例 交付 金 」 が 創設 され ま し た 。 平成 2 7 年 度 は 基 
金 方 式 で は な いも の の 「 被 災 児 童 生 徒 就学 支援 等 事業 交付 金 」 と し て 継続 され まし た 。 
事業 対象 の 子ども の 数 は 全国 で 、 平成 2 3 年 度 67.639 人 、2 4 年 度 58, 352 人 、2 5 
度 52,436 人 と な っ て お り 、 学 校 現場 か ら も 事業 の 継続 を 強く 望む 声 が 届い て いま す 。 
国 の 東日本 大 震 災 復興 特別 会 計 は 来年 度 以降 も 続き ます が 、 集 中 復興 期間 は 平成 2 7 年 
度 で 終了 する こと に な っ て お り 、 復 興 事 業 の 見 直し が 検討 され て いま す 。 

こう し た 状況 を ふま え 、 経済 的 に 困 負 し て いる 家庭 の 子ども た ちの 就学 ・ 修 学 が 保障 さ 
れる よう 、 下 記事 項 の 実現 を 強く 求め ます 。 
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1. 東日本 大 震 災 に よっ て 経済 的 に 困 人 第 し て いる 家庭 の 子ども た ちの 就学 ・ 修 学 を 保障 す 
る た め 、 引き 続き 、 平成 2 8 年 度 以降 も 全額 国費 で 支援 する 「 被 災 児 童 生徒 就学 文 援 等 
事業 交付 金 」 を 継続 する こと 。 



























































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し 3 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








住 田 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 6 月 12 日 

【 提 出 先 】 内 閣 総理 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 総 務 大 臣 、 
岩手 県 知事 

【 件 名 】 安全 ・ 安 心 の 医療 ・ 介 護 実 現 の た め の 夜 勤 改善 ・ 大 幅 増員 を 求め る 意見 書 


























東日本 大 震 災 で は 、「 医 療 崩 壊 」「 介 護 崩壊 」 の 実情 が 改め て 明らか に な り 、 そ の 中 で 医 
師 、 看 護 師 、 介 護 職員 な ど 医 療 ・ 福 祉 労働 者 の 人 手 不足 も 浮き 彫り に な っ た 。 
厚生 労働 省 が 平成 2 3 年 6 月 1 7 日 に 出し た 「 看 護 師 等 の 『 雇 用 の 質 』】 の 向上 の た め の 
り 組 み に つ いて の 通知 (5 局長 通知 )」 で は 、「 看 護 師 等 の 勤務 環境 の 改善 な くし て 、 持 
能 

















































































































































































































続 可 能 な 医療 提供 体制 や 医療 安全 の 確保 は 望め な い 。 夜勤 ・ 交 将 制 労働 者 等 の 勤務 環境 改 
善 は 、 喫 緊 の 課題 」、 と し て いる 。 安全 ・ 安 心 の 医療 ・ 介 護 の た め に も 、 看 護 師 な ど 夜 勤 ・ 









































交 将 制 労働 者 の 増員 と 、 労 働 環 境 の 改善 の た め に 、 法 規制 が 必要 で ある 。 

岩 災 か ら の 復興 、 地 域 医療 再生 の た め に も 、 医 療 ・ 社 会 保障 予算 を 先進 国 並 み に 増 や す 
こと が 求め られ て いる 。 
医師 ・ 看 護 師 ・ 介 護 職 員 等 の 増員 を 実現 し 、 安 全 で ゆき と どい た 医療 ・ 看 護 ・ 介 護 の 拡 
充 を 図る た め の 対 策 を 講じ られ る よう 、 下 記 の 事項 に つい て 要望 する 。 
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1. 看護 師 な ど 夜 勤 交 奉 制 労働 者 の 労働 時 間 を 1 日 8 時 間 、 週 3 2 時 間 以 内 、 勤 務 間 隔 1 
2 時 間 以上 と し 、 労 働 環 境 を 改善 する こと 。 

































































2. 総合 診療 医 ・ 看 護 師 ・ 介 護 職員 な ど を 大 幅 に 増やす こと 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








大 杉 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 6 月 11 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 法 務 大 臣 、 内 閣 官房 長官 
【 件 名 】 集団 的 自衛 権 の 行使 容認 に 反対 する 意見 書 

















慌 は 、 立 憲 主 義 を 否定 する 集団 的 自衛 権 の 行使 を 認め ず に 、 憲 法 を 守り 、 活 か す よ う 強 
























































政府 は 、 こ れ ま で 歴代 政権 が 憲法 上 で き な い も の と し て きた 集団 的 自衛 権 の 行使 を 可能 
と する 閣議 決定 を 行っ た 。 し か も 、 憲 法 改正 を 国民 に 問う も の で も な く 、 ま た 、 立 法 府 で 
あり 国権 の 最高 機関 で ある 国会 で の 議論 も 行わ ず に 、 与 党 内 で 調整 を し た の み で 行わ れ た 
も の で ある 。 
日 本 国 憲 法 は 、 過 去 の 悲惨 な 戦争 と 専制 政治 を 反省 し 、 人 々 の 平和 と 民主 主義 の 渦 望 の 
中 か ら 生 まれ 、 国 民主 権 主義 、 人 権 尊重 主義 、 平 和 主 義 を 基本 原理 と し 、 権 力 保持 者 の 交 
意 に よる こと な く 、 法 に 従っ て 権力 が 行使 され る べき で ある と いう 政治 原則 (立憲 主義 ) 
を 規定 し て いる 。 それ を 時 々 の 政府 の 都合 で 解釈 を 変え られ る よう に な れ ば 、 憲 法 は 憲法 
で な く な り 、 こ れ ま で の 国 の か た ち を 大 きく 変え る だ け で な く 、 民 主 主義 を 大 本 か ら 破 壊 
する こと に つなが る も の と 言え る 。 

よっ て 、 国 に お いて 、 戦 争 の な い 平 和 な 日 本 、 平 和 な アジ ア と 世界 を 目指 す 立場 か ら 、 
現 憲法 下 に お いて 集団 的 自衛 権 の 行使 を 可能 と する 全て の 立法 や 政策 を 行わ な いよ う 強 く 
要望 する 。 

上 記 の と お り 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
大 杉町 OR 
【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総 理大 臣 、 復 興 大 臣 
【 件 Po 
る 方 針 の 撤回 を 求め る 意見 書 
(趣旨 ) 
NII 、 被 災 自 治 体 は それ ぞ れ に 鋭意 努力 し て いる が 、 さ ま ざ 
まな 事情 に より 、 計 画 通り に 進捗 し て いな い の が 実情 で ある 。 集 中 復興 期間 が 平成 2 7 年 


















































Me と を 受け 、 和 被災 自治 体 に 財政 負担 を 求め る と し た 方 針 を 撤回 する よう 強 
く 































































































理由 ) 
被災 自治 体 は 、 こ れ ま で 国 や 県 の 支援 を 受け Non の 実施 に 心血 を 注ぎ 、 日 夜 努力 
し て きた 。 し か し な が ら 、 そ の すべ て が 計画 通り に 進め る こと が で き な い 現実 に あり 、 そ 
の 要因 は 、 和 自治体 の 責任 が 及ぶ も の で は な いこ と も 、 随 所 に 見 受け られ る 。 そ の 一 方 で 、 















































怪 に よる 集中 復興 期間 を 予定 通り に 終了 させ る こと は 、 現 場 の 状況 と 、 或 い は 被災 者 の 感 
情 と は 、 大 きく 径 離し て いる と 断言 せ ざ る を 得 な い 。 未 だ に 仮設 住宅 に 暮らす 人 々 の 心情 
を 察する に 、 或 い は 事業 主 の 紅 ま ぬ 努 力 と 流し た 涙 や 汗 の 量 を 思う と き 、 我 々 は これ まで 
以上 に 、 誠 心 誠 意 、 ま ち づ く り の た め に 働く 意 を 強く する も の で ある 。 

先頃 、「 地 域 振 興 策 や 将来 の 災害 へ の 備え と いっ た 全国 共通 の 課題 へ の 対応 と の 性 質 を 併 
せ 持 つも の に つい て は 、 被 災 自 治 体 に お いて も 一 定 の 負担 を 行う も の と する 」 と する 復興 
庁 の 方 針 が 示さ れ た が 、 岩 災 か ら の 復興 は い 、 ま さ に 、 こ の 地域 振興 策 も 、 抽 え も 
極め て 重要 な 課題 で や る こと は 否定 され な い は ず で ある 。 

人 日 流出 が 進み 、 消 滅 の 危機 に ある と 搬 撤 され る 自治 体 で あわ っ て も 、 未 来 に つなげ る ま 
ち づ く り を 進め て お り 、 税 収 の 落ち 込み や 医療 費 の 増大 な ども 懸念 され る 現状 に あっ て は 
自治 体 負担 が 1 て 3 % 程 度 と は いえ 、 大 き な 負 担 と な る こと は 明らか で ある 。 す な わら ち 、 
この こと は 復興 へ の 加速 が 鈍る こと を 意味 し 、 ひ いて は 、 格 差 の 増長 に な りか ね な い の で 
ある 。 

つい て は 、 国 に お いて は 、 被 災 地 の 復興 の 現状 や 財政 状況 を 踏ま え 、 特 例 的 な 財政 支援 
を 継続 し 、 被 災 自 治 体 に 対し 財政 負担 を 求め る 方 針 を 撤回 する よう 強く 要望 する 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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岩手 県 は 
8 月 より 現物 給 
て いる 。 
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中 本 





いて 負担 上 限 額 3 


医 
上 限 額 を 超え た 分 





けが 後 








ヽ 参議 議院 議長 、 内 閣 総 理大 臣 、 厚 
名 】 岩 手 県 の 医療 費 助成 制度 に つい て 現物 給付 の 導入 を 求め る 意見 書 


療 機 関 を 受診 し た 際 に に 窓 


日 払い 戻さ れる 仕組 み で ある 。 


【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 6 月 11 日 
出 先 】 衆議院 完 議 長 





医療 費 助 成 制度 の 給付 方 法 に つい て 、 
け を 導入 する 方 針 だ が 、 

















就学 前 児童 及び 如 
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で いっ た ん 法定 
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現物 給 





療 に つなが る 。 
な る 。 市町村 





で は: 


け を 導入 し て いる 。 
患者 に と っ て の 現物 給付 の メリ ッ ト は 、 負 担 上 
以上 の 支払 い が 不 要 な こと で ある 。 そ の た め 安 心 
また 、 償 選 を 受け る た め 


償 選 に 係る 











医療 費 助成 給付 














し か し 、 
担 金 が 肖 
ナル ティ を 科 


























や め る こと 











以上 、 地 方 

















以上 の こと か ら 

















減 さ れ て し まう 。 
すこ と は や め る べき で ある 。 
項 を 実施 する よう 強く 求め る 。 





、 次 の 事 





呈 耳 


国 は 現物 給付 を 導入 し て いる 


住 
































H 治 体 ( 




















民 の 健康 の た め 





県 や 山 
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に 必要 な 





請書 の 確認 と 診療 報酬 明細 書 へ の 由 
現物 給付 を 導入 すれ ば 、 ベ ナル ティ と し て 


医療 費 助 成 給付 
『 務 作業 や 振り 込み 手数 料 が 不要 と な る 。 
[ 付 が 不要 と な る 。 
国民 健康 
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厚生 労働 大 臣 、 岩 手 県 知事 
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ヨ 治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 





日 を 軽減 し て いる 


保険 に 係る 





系 険 t 





医療 費 助 成 制 度 の 給付 方 法 に つい て すべ て 現物 給付 と する こと 
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EE 産婦 に つい て は 2016 年 
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負担 
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骨 度 で 


医療 費 を 用 意 し て お け ば 、 そ れ 
場 病 の 早期 発見 ・ 早 期 治 
請書 の 手続 き が 不要 と 
医療 機関 で は 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








山 田 町 es 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 復 興 大 臣 、 財 務 大 臣 

【 件 上 
の 撤回 を 求め る 意見 書 





























東日本 大 震 災 か ら 4 年 が 経過 し 、 当 町 で は さま ざま な 復旧 ・ 復 興 事業 が 、 ま さ に 最盛 其 
を 迎え よう と し て いる と ころ で ある が 、 甚 大 な 被害 に 加え 、 マ ン パ ワー 不足 を や 資材 不足 な 
どの 理由 に より 、 全 て の 事業 を 集中 復興 期間 内 に 完了 する こと は 不可 能 で あり 、 平 成 2 8 
年 度 以降 も 国 の 特例 的 な 財政 支援 の 継続 が 不可 欠 で ある 。 
し か し 、 国 が 示し た 方 針 「 平 成 2 8 年度 以降 の 復興 事業 に か か る 自治 体 負 担 の 対象 事業 
及び 水準 に つい て 」 に よる と 、 全 額 国費 で 行っ て きた 復興 事業 の 一 部 に つい て 、 1 .0% か 
ら 3.3% の 財源 負担 を 導入 する と いう 内 容 と な っ て いる 。 
復興 まち づく り 、 住宅 再建 、 生 業 の 再生 な ど 被 災 地 の 復興 は い 、 ま だ まだ これ か ら で あ る 。 
た と え 数 パー セン ト の 負担 率 で あっ て も 、 震 災 に より 財政 力 が 低下 し て いる 被災 自治 体 に 
与え る 影響 は 大 きく 、 復 興 の 大 き な 妨 げに な る こと が 人 危 恨 され る 。 ま た 、 被 害 が 大 きく 復 
興 が 遅れ る 自治 体 ほど 負担 額 が 重く な る と いう 不 公 平 感 は 解消 され な い 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 被 災 地 の 復興 の 現状 や 財政 状況 を 踏ま え 、 復 旧 ・ 復 興 が 完全 に 
成し遂げ られ る まで 集中 復興 期間 と 同様 の 特例 的 な 制度 と 財政 支援 を 継続 し 、 被 災 自 治 体 
に 対し 財政 負担 を 求め る 方 針 を 撤回 する よう 強く 要望 する 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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出 先 】 衆議院 完 議 長 
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で 安全 保障 関連 法案 の 審議 が 始ま っ た が 、 
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4 %、 法 案 成 立 後 、 
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民 の 不安 と 


十分 な 国民 へ の 説明 と 憲法 の 理念 を 尊重 し 、 今 国 
oo 青 す る 。 
治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提 

















衛 権 


こ 対し 、 


名 】 安 全 保障 関連 法制 定 の 慎重 審議 を 求め る 意見 書 


F 和 支援 法案 」 と 「 平 和 安 全 法 整 備 法案 」 の 2 法案 


衛 隊 が 随時 支援 で きる よう に する た め 
を 可 馴 








の 行使 
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「 十 分 な 説明 を し て いる と は 
本 が 戦争 に 巻き 込ま れる リス ク が 「 高 く 
疑念 が 示さ れ た 。 
和 到 に お いて 、 Se 
国民 の 不安 や 疑念 を 払拭 する た め 








E と する た め の 自 衛 隊 
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軽米 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 6 月 19 日 
【 提 出 先 】 衆 議 完 議 長 長 、 参議 議院 議長 、 内 閣 総 理大 臣 、 防衛 大 臣 
【 件 名 】「 安 保 法制 」 制 定 に 反対 する 意見 書 























政府 は 、 第 189 回 通常 国会 に 、 























際 平 和 支 援 法 」 及 び 








を 提出 し まし た 。 
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を 変更 し な いこ と を 求め る 意見 書 」 を 提 昌 
憲 主 義 に 基づき 、 憲 法 前 文 と 第 9 条 ( NE RN と で あり 、 








に 関す る 憲 ガ 
で 、 国 の 安全 保障 政策 1 
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的 自衛 権 の 行使 に つい て は 、 そ の 時 々 の 政府 の 判断 で 解釈 を 変更 する こと は 、 あ っ て は な 














ら な いと し て いま す 。 








今 国会 の 衆議院 の 憲法 審議 会 に お ! 
を 含む 3 人 全員 が 、 集 団 的 自衛 権 の 行使 は 、 
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今 国会 に 提出 され て いる 2 法案 











年 の 平和 憲法 の も と で の 我が国 の 、 
在り 方 を 変え る も の で 認め る こと は で きま 
よっ て 軽米 町 議会 は 、 集 団 的 自 f 








Ii 








uu 





こと を 強く 求め る も の で す 。 

















以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規 ^ 
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Ei| デー 


骨 定 を し な い 











憲法 を 専門 と する 参考 人 
憲法 違反 と 断じて いま す 。 

衛 権 の 行使 に つなが る も の で あり 、 
基 木 政策 を 転換 し 、 


戦後 70 
本 の 

















市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
軽 米 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 6 月 19 日 





【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 文 部 科学 大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 
【 件 名 】 少 人 数 学級 の 推進 な ど 定 数 改善 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 拡充 を 求め る 


意見 書 


3 5 人 以下 学級 に つい て 、 小 学校 1 年 生 、 2 年 生 と 続い て きた 3 5 人 以下 学級 の 拡充 が 
予算 措置 され て いま せん 。 
日 本 は 、OE CD 諸国 に 比べ て 、 1 学級 当たり の 児童 生徒 数 や 教員 1 人 当たり の 児童 生 
徒 数 が 多く な っ て いま す 。 一 人 ひと り の 子ども に 丁寧 な 対応 を 行う た め に は 、 ひ と クラ ス 
の 学級 規模 を 引き 下げ る 必要 が あり ます 。 文部 科学 省 が 実施 し た 「 今 後 の 学 級 編制 及び 教 
職員 定数 に 関す る 国民 か ら の 意見 募集 」 で は 、 約 6 割 が 「 小 中 高校 の 望ま し い 学 級 規模 」 
と し て 、2 6 人 ~30 人 を 挙げ て いま す 。 

この よう に 、 保 護 者 も 3 0 人 以下 学級 を 望ん で いる こと は 明らか で す 。 
社会 状況 等 の 変化 に より 学校 は 、 一 人 ひと り の 子ども に 対す る きめ 細か な 対応 が 必要 と 
な っ て いま す 。 ま た 、 新 し い 学 習 指導 要領 が 本 格 的 に 始ま り 、 授 業 時 数 や 指導 内 容 が 増加 
し て いま す 。 日 本 語 指導 な ど を 必要 と する 子ども た ちや 障害 の ある 児童 生徒 へ の 対応 等 も 
課題 と な っ て いま す 。 い じ め 、 不 登校 等 生徒 指導 の 課題 も 深刻 化し て いま す 。 こ うし た こ 
と の 解決 に 向け て 、 計 画 的 な 定数 改善 が 必要 で す 。 

子ども た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 、 機 会 均等 に 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 
憲法 上 の 要請 で す 。 し か し 、 教 育 予 算 に つい て 、GDP に 占め る 教育 費 の 割合 は 、OEC 
D 加 盟 国 (デー タ の ある 3 1 ヵ国 ) の 中 で 日 本 は 最 下 位 と な っ て いま す 。 ま た 、 三 位 一 体 
改革 に より 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 国 負 担 割 合 は 2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 引き 下げ ら 
れ 、 自 治 体 財 政 を 圧迫 する と と も に 、 非 正規 雇用 者 の 増大 な ど に み ら れ る よう に 教育 条件 
格差 も 生じ て いま す 。 

将来 を 担い 、 社 会 の 基盤 づく り に つなが る 子ども た ち へ の 教育 は 極め て 重要 で す 。 子 ど 
も や 若者 の 学び を 切れ 月 な く 支 援 し 、 人 材 育成 ・ 創 出 か ら 雇用 ・ 就 業 の 拡大 に つなげ る 必 
要 が あり ます 。 

こう し た 観点 か ら 、 
く 要 望 し ます 。 
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201 6 年 度 政府 の 予算 編成 に お いて 下記 事項 の 実現 に つい て 、 強 








記 
1 少 人 数 学級 を 推進 する こと 。 具 体 的 学級 規模 は 、OE CD 諸国 並み の 豊か な 教育 環境 
を 整備 する た め 、 3 0 人 以下 学級 と する こと 。 
2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 堅持 と と 
も に 国 負担 割合 を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 
以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し 









































































































































ます 。 





Qar( 




















46 











市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 





野 田 村 a 

【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総 理大 臣 、 防 衛 大 臣 

【 件 の な 議論 ・ 合 意 に 
関す る 意見 書 


























政府 は 昨年 7 月 1 日 の 臨時 開 議 で 、 集 団 的 自衛 権 の 行使 容認 を 決定 し 、 こ れ に 基づき 
私 際 平和 支援 法 」 及 び 「 平 和 安 全 法制 整備 法 」 を 今 国会 に 提出 し 審議 され て いま す 。 

大 震 災 大 津波 の 被災 地 で ある 野田 村 議 会 と し て は 、 政 府 に 一 番 に 取り 組ん で 欲し い 課題 
は 、 震 災 か ら の 早期 復旧 ・ 復 興 を は じ め 、 地 域 経済 の 回 復 や 人 口 減 な ど 復興 の 加速 と 地域 
創 生 で あり ます 。 

「 国 際 平 和 支 援 法 」 及 び 「 平 和 安 全 法 制 整備 法 」 は 国民 の 認知 度 が 低く 、 ま た 、 必 ず し 
も 十分 な 議論 が か な され て いる と は 考え られ ませ ん 。 政府 は 平和 安全 関連 法 の 整備 を 急ぐ こ 
と な く 、 国 の 在り 方 の 変更 を 伴う 重要 事項 と 捉え 、 こ れ ら 法律 の 撤回 又は 廃案 を も 考慮 す 
る と と も に 、 そ の 対応 は 強行 的 で は な く 取 り 組 む よ う 、 以 下 の と お り 要 望 し ます 。 

記 
1 「 国 際 平 和 支 援 法 」 及 び 「 平 和 安 全 法制 整備 法 」 の 採決 は 、 強 行 的 に お こ な わ な いこ 
2 平和 安全 関連 法 の 整備 は 、 我 が 国 の 安全 保障 に 関わ る 重要 事項 と 捉え 、 十 分 な 議論 を 
尽く し た うえ で 決定 する こと 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 、 意 見 





を 提出 し ます 。 
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【 件 名 】「 国 際 平 和 支 援 法 」 及 び 「 平 和 安 全 法 制 整 備 法 」 の 廃案 を 求め る 意見 書 




















政府 は 昨年 7 月 1 日 の 臨時 閣議 で 集団 的 自衛 権 の 行使 容認 を 決定 し 、 こ れ に 基づき 「 国 
和 安 全 法制 整備 法 」 を 国会 に 提出 し 3 
一 戸町 議会 は 、 平 成 27 年 3 月 18 日 付け で 政府 に 対し 「 集 団 的 自衛 権 に 関す る 開 議 決定 
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際 平 和 支 援 法 」 及 び 「 















































he 











を 撤回 し 、 こ れ に 基づく 法 整 備 を 行わ な いこ と を 求め る 意見 書 」 を 提出 し て お り ま す 。 
その 中 で 、 戦後 70 年 を 迎え 、 国際 社会 や 国際 情勢 の 変化 と と も に 、 自衛 隊 の PKO 参 加 
な ど 、 わ が 国 に 求め られ る 国際 頁 献 の あり か た も 変わ っ て き て お り 、 新 た な 対応 が 必要 で 




























































































ある こと に は 一 定 の 理解 を 示し た うえ で 、「 憲 法 は 政府 の 行為 を 拘束 する 最高 法規 」 で あり 、 










































































千 民 的 議論 を 経 ず に 憲法 の 解釈 変更 に よる 対応 を 容認 せ ず と の 姿勢 を 示 し まし た 。 





























今 国 会 に 提出 され て いる 「 国 際 平 和 支 援 法 」 及 び 「 平 和 安 全 法 制 整 備 法 」 は 、 国 民 の 認 
知 度 が 低く 、 と て も 国民 的 議論 の うえ で 提案 され て きた と は 思え ませ ん 。 政府 に は 、 平 和 


























































































































皇 関 連 法 整 備 を 急ぐ こと な く 、 国 民 的 議論 の うえ で 法 整 備 を 行う よう 、 ま た 本 法 整 備 が 


















































安全 
国 の あり 方 の 変更 を 伴う 重要 事項 と と ら え 、 小 手先 の 対応 で は な く 真 剣 に 取り 組む よう 、 
以下 の と お り 要 望 し ます 。 

記 
1 国民 的 議論 な きま ま に 提 出さ れ た 「 国 際 3 





























撤回 また は 廃案 と する こと 。 



















































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 、 意 見 書 を 提 昌 
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平和 支援 法 」 及 び 「 平 和 安 全 法制 整備 法 」 を 














連 法 の 整備 は 、 わ が 国 の 安全 保障 に か か わる 重要 事項 と と ら え 、 国 民 の 意 
な 態度 で くみ 取り 、 十 分 な 議論 を 尽く し た うえ で 提出 し 決定 する こと 。 





ます 。 
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【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 文 部 科学 大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 
【 件 名 】 少 人 数 学級 の 推進 な ど 定 数 改善 、 義 務 教 育 費 国 庫 負 担 制度 拡充 を 求め る 


意見 書 


4 


35 人 以下 学級 に つい て 、 小 学校 1 年 生 、2 年 生 と 続い て きた 35 人 以下 学級 の 拡充 が 予 
算 措置 され て いま せん 。 
日 本 は 、OE CD 諸国 に 比べ て 、1 学級 当たり の 児童 生徒 数 や 教員 1 人 当たり の 児童 生 
徒 数 が 多く な っ て いま す 。 一 人 ひと り の 子ども に 丁寧 な 対応 を 行う た め に は 、 ひ と クラ ス 
の 学級 規模 を 引き 下げ る 必要 が あり ます 。 文部 科学 省 が 実施 し た 「 今 後 の 学級 編制 及び 教 
潤 員 定数 に 関す る 国民 か ら の 意見 募集 ]」 で は 、 約 6 割 が 「 小 中 高校 の 望ま し い 学級 規模 」 
と し て 、26 人 へ ~30 人 を 挙げ て いま す 。 こ の よう に 、 保 護 者 も 30 人 以下 学級 を 望ん で いる 
こと は 明らか で す 。 
社会 状況 等 の 変化 に より 、 学 校 は 一 人 ひと り の 子ども に 対す る きめ 細か な 対応 が 必要 と 
な っ て いま す 。 ま た 、 新 し い 学 習 指導 要領 が 本 格 的 に 始ま り 、 授 業 時 数 や 指導 内 容 が 増加 
し て いま す 。 日 本 語 指 導 な ど を 必要 と する 子ども た ちや 障がい の ある 児童 生徒 へ の 対応 等 
も 課題 と な っ て いま す 。 い じ め 、 不 登校 等 生徒 指導 の 課題 も 深刻 化し て いま す 。 こ う し た 
こと の 解決 に 向け て 、 計 画 的 な 定数 改善 が 必要 で す 。 

子ども た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 、 機 会 均等 に 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 
憲法 上 の 要請 で す 。 し か し 、 教 育 予算 に つい て 、GD P に 占め る 教育 費 の 割合 は 、OEC 
D 加 盟 国 (デー タ の ある 31 か 国 ) の 中 で 日 本 は 最 下 位 と な っ て いま す 。 ま た 、 三位一体 改 
革 に より 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 国 負担 割合 は 2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 引き 下げ られ 、 
自治 体 財政 を 圧迫 する と と も に 、 非 正規 雇用 者 の 増大 な ど に み ら れ る よう に 教育 条件 格差 
も 生じ て いま す 。 

将来 を 担い 、 社 会 の 基盤 づく り に つなが る 子ども た ち へ の 教育 は 極め て 重要 で す 。 子 ど 
も や 若者 の 学び を 切れ 目 な く 支 援 し 、 人 材 育 成 ・ 創 出 か ら 雇用 ・ 就 業 の 拡大 に つなげ る 必 
要 が あり ます 。 
こう し た 観点 か ら 、 平成 28 年 度 政府 予算 編成 に お いて 、 下 記事 項 を 実現 する よう 要望 し 
ます 。 








































































































































































































































































































































































































































































































記 

















1 少 人 数 学級 を 推進 する こと 。 上 具体 的 学級 規模 は 、OE CD 諸国 並み の 豊か な 教育 環境 
を 整備 する た め 、30 人 以下 学級 と する こと 。 






































2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を 図る た め 、 義 務 教 育 費 
に 国 負担 割合 を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 
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骨 度 の 堅持 と と も 










































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 、 意 見 





を 提出 し ます 。 


中 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 6 月 9 日 


【 提 
【 件 





( 約 1.3km) 


が 互い の 地域 を 自 


出 先 】 衆議院 完 議 長 
名 】 国道 4 号 一 戸町 岩 舘 字 川 又 ~ 子 守 間 に 自転 車 歩 


平成 28 年 4 月 1 日 

















に 小 





ヽ 参議 院 ま 


鳥谷 中 学校 が 一 戸 中 学校 
の 距離 は 4km あ まり し か 離れ て お り ま せん が 、 


識 長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 国 土 交通 大 臣 
行者 道 整 備 を 求め る 意見 書 











に 統合 する 方 向 と な っ て お り ま す 。 両校 
両校 を 結ぶ 国道 4 号 の 川又 小姓 堂 橋間 























に 道路 構造 令 に 








叶 











定め る 自転 車 歩 行者 道 が 整備 され て いな いた め 、 生 徒 た ち 









































民 や 高校 生 カ 
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到 道 4 号 小 


Qr( 




















交通 量 が 少な く な る た め 
われ ます 。 し か し 、 そ の 








行者 、 









































と 往来 する こと が 難し い 状 況 で す 。 し か し 、 現 
*、 必 要 に 駆 ら れ て 徒歩 また は 


か つ 安 人生 【 




















在 で も 地域 住 
自転 車 で 、 危 険 を 承知 で 同 区 間 を 通行 し て お り 



































島谷 バイ パス の 第 2 期 工事 が 完了 し 全線 開通 すれ ば 、 当 該 区 間 は 旧道 と な り 
、 現状 の 
工 時 期 は 全く の 未定 で も り 、 そ れ ま で の 間 歩 行者 及び 自転 車 通 
通行 時 に 常に 危険 に さら され る こと に な り ま すし 、 自 動車 の 運転 者 も 幅員 の 狭い 場 























転 車 歩行 者 道 が な いま まで も 安全 性 は 確保 され る と 思 







































































所 で は 、 常 に 危険 を 避け な が ら 運 行 し な けれ ば な ら ず 、 基 幹 国道 と し て の 機能 を 十分 に 発 





また 。、 





徒 た ち が 、 


揮 で き な い 状態 ! 




















も 必要 な こと と 考え ます 。 





























また 、 





自転 車 歩行 者 道 が で きる こと に より 、 中 学生 の みな ら ず 高校 生 や 地 域 住民 も 自 
全 に 往来 で きる よう ! 























国道 4 






































こ 置か れ ま す 。 
学校 の 統合 は 、 生 徒 た ちの 自由 な 往来 
ON tn Wipe 


互い に 自由 に 往来 で きる 環境 を 整え る こと は 教育 効果 を 十分 














に より 相互 理解 を 深め る こと で 一 体感 が 醸 
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に 発揮 する た め 

















由 か つ 安 











に な り 、 教 育 効果 の みな ら ず 地域 活性 化 に も 寄与 する も の と 考え ます 。 
号 の 基幹 国道 と し て の 機能 が 十分 に 発揮 され る も の と な り ま す 。 




















以上 の 趣 証 から 、 下 記 の 事項 に つい て 、 強 く 要 望 い た し ます 。 















































間 に 道路 構造 令 に 定め る 自転 車 歩 行者 道 を 早急 に 


記 
598.7k m 付 近 ) ~ 岩 人 税 字 子守 地内 (600 km 付近 ) 
整備 する こと 。 
































以上 、 地 方 E 











治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 、: 
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